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ニン・トマス「準備はいいか！ ニュージーランドのユニークな統治秩序として
のマオリのハプとイウイの出現」翻訳
I. はじめに
I . 誰がマオリか？ ＿イギリスのコモンローに依拠した市民権とマオリ慣習
法に依拠したタンガタ・フェヌアの地位 I -1. イギリス・コモンローに
おける英国国籍の観念とニュージーランドの市民権 I -2. 集団的アイデ
ンテイティに関するマオリ慣習法 I -3. 「都会のマオリ」 ("Urban
Maori") という新たな集団のカテゴリーの創造 I -4. 立法による「マオ
リであること」の定義 I -5. 現代の「マオリ」と「ハプとイウイ」のア
イデンテイティ I -6. 本章・小括
II. マオリの統治システムはニュージーランドのシステムとどのように異なって
いるか I -1. 法源としてのマオリの慣習 I -2. マオリ統治を基礎づ
けるマオリの憲法上の原理 m -3. マオリ慣習法の基本原理 I -4. ファ
カパパ (Whakapapa) I -5. ファノンナタンガ (Whanaungatanga) I 
-6. タプ (Tapu) I -7. マナ (Mana) I -8. マオリ慣習の制定法
上の保護 I -9. 本章・小括
N. 論より証拠一~ ウイの統治は人びとのニーズを満たすことができる
か? N -l. ワイカトータイヌイ N-1-1. ワイカトータイヌイの立
法上の枠組＿タイヌイ条約体制 N -l -2. 新たなワイカトータイヌイの統
治構造 N -2. ナーイ・タフ体制 N -2 -1. 1996年のテ・ルナンガ・
オ・ナーイ・タフ法 N -2 -2. 1998年ナーイ・タフ請求体制法 N -2 -3. 
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政府とナーイ・タフの相互関係の出発点としてのワイタンギ条約の承認一ー関
係を評価するための新たな基準の設定 N -2 -4. 新たなナーイ・タフの統
治機構 N -2 -5. 本章・小括
V. 結論
［付 1] マオリ用語 ［付2] ワイタンギ条約・英語版 ［付3] ワイタン
ギ条約・マオリ語版
はじめに一ーニン・トマス追悼企画
本稿は，本誌第64巻 1号所収の「デヴィッド・グリンリントン「進化，適応と創造
ー一変動する世界での自然資源に対する所有権」 (Evolution,Adaptation, and Invention : 
Property Rights in Natural Resources in a Changing World)翻訳と講義・講演資料，お
よびオークランド大学ロースクールの紹介」を嘴矢として，ニュージーランドの法体系
や法学教育，また環境思想や環境法，その思想的基盤の重要な一面を成す先住民・マオ
リの世界観や価値観，独自の統治形態，マオリ慣習法とその原理，等々を紹介する一連
の資料，翻訳シリーズの第 3番目のものである。
グリンリントン論文翻訳に続く本シリーズの第 2番目の試みとして， (1)同論文を掲
載するニュージーランドの環境に関する論文集 (DavidGrinlinton and Prue Taylor, ed, 
Property Rights and Sustainability The Evolution of Property Rights to Meet &ological 
Challenges, Martinus Nijhoff Publishers, 2011)所収の，マオリの環境思想と自然環境の
保全をテーマとする極めてユニークな論文たる，ニン・トマス (NinTomas) の
"Maori Concepts of Rangatiratanga, Kaitiakitanga, the Environment, and Property 
Rights"の翻訳を中心にして，； (2)マオリの環境思想におけるキー概念をも取り込みつ
つ，従来のさまざまな個別の環境法を統括するかたちで1991年に制定された，画期的か
つ膨大なボリュームの法律たる「自然資源管理法」 (ResourceManagement Act 1991) 
の「第1I部 本法の目的と諸原則」の翻訳；および， (3)マオリの人々や一般人に対す
る啓蒙と実践的意図をもって，「マオリ固有地」 (Maoriland) を専門的に取り扱う地方
裁判所レベルの特別裁判所たる「マオリ土地裁判所」 (MaoriLand Court Te Kooti 
Whenua Maori)が刊行している，マオリ固有地に関する一連のガイドブック・シリー
ズに属する「マオリ特別保留地」 (MAORIRESERVATIONS), 「マオリ固有地のトラ
スト」 (MAORILAND TRUST), 「相続」 (SUCCESSION)の翻訳を行った（「マオ
リの環境思想と持続可能な自然環境およびマオリ固有地の保全ーニン・トマス「マオリ
のランガティラタンガ，カイティアキタンガの概念と自然環境，所有権」論文およびマ
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オリ特別保留地，マオリ固有地トラストおよび相続に関するマオリ土地裁判所刊行の
ブックレット翻訳」第64巻 2号所収）。
ところが，この翻訳原稿を完成した翌日 (2014年 2月17日）にニン・トマスの訃報
メールがグリンリントン教授から届いた。そしてその知らせを受けて，急遠，以下の一
文をこの資料原稿の冒頭に注として追加した。
「わたしは (2011年 9月 1日から2012年 9月14日の約 1年間の在夕仕升究の一環と
して） 2012年 4月3日から 6月14日まで，オークランド大学法学部に客員研究員と
して滞在した。その間に，法社会学，刑事学と本稿で翻訳したニン・トマスの講義
たる「マオリ土地法」 (MaoriLand Law)の講義に参加した。また講義室での週 3
回（各60分講義）の講義からだけではなく，彼女との個人的な会話からもマオリの
慣習や伝統，生活様式などを学ぶことができた。心から感謝申し上げたい。
ニン・トマスのプロフィールを紹介した，「[l ] (2)ニン・トマスのプロフィー
ルー一—オークランド大学法学部のホームページより」の冒頭で，「本項ではニン・
トマスが所属したォークランド大学法学部のホームページを以下で訳出することで，
ごく簡単な経歴と業績の紹介に替えたい。」とのべた。ここでわたしが「所属した」
と過去形で表現したのは，実は， 2014年 2月17日（奇しくもわたしが本稿での彼女
の論文を訳出した翌日）朝に，オークランドの知人より彼女の訃報メールを受け
取ったからである。「プロフィール」にあるように，ニュージーランドというより
は世界のマオリ法の権威でもあるニン・トマスを失ったことは，オークランド大学
はもとより，ニュージーランドにと っても，また先住民法の研究に関する国際学会
にとっても計り知れない損失であろう 。また，私事で恐縮だが， 2015年 3月から約
3か月間，再度オークランド大学法学部にて在外研究を予定し，その間に彼女から
マオリ法や慣習，伝統などについて学ぶつもりであったゆえに，訃報を知って大き
な衝撃を受けた。心からご冥福を祈りたい。」
そして，上の一文の最後で言及しているように，わたしは現在 (2015年 5月13日），
2015年 3月3日から 5月30日までの予定で，オークランド大学法学部客員研究員として
滞在し，主にマオリの環境思想や慣習法，慣習法原理などに関する調査，研究に従事し
ている（前回の受け入れ責任者は同法学部のジョージ・ムスラキス教授（ローマ法，法
制史，刑事学），今回はデヴィッド・グリンリントン教授（環境法，鉱物資源法）であ
る）。
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そこで本稿では上の翻訳・紹介資料に続いて，ニン・トマスの "ComingReady or 
Not! The Emergence of Maori Hapu and Iwi as a Unique Order of Governance in 
Aotearoa New Zealand" (Journal of Maori Legal Writing, vol. 3, 2010, ed. by Keresa 
Johnson, University of Auckland)の論文翻訳を行うとともに，「はじめに一ーニン・ト
マス追悼企画」として法学部のホームページに掲載されているトマス追悼文
(www .law.a uckland.ac.nz/ en/ a bout/ news/ news -stories/ news-2012/ 2014/ 02/ 28/ Nin -
Tomas.html) と，その業績を讃えて法学部が設立した「ニン・トマス・先住民と法」
グループ (NinTomas Indigenous Peoples and the Law Group) に関する紹介文
(www.law.auckland.ac.nz?en/ a bout/ centres-and-associates/ 
the-nin-tomas-indigenous-peoples-and-the-law-group.html) を訳出する。なお， トマ
ス論文翻訳にあたっては，下記の追悼文でも言及されているトマスの子息のイニア・ト
マス (IniaTomas)氏から翻訳許可を得ている。
1. オークランド大学ロースクール・ホームページ掲載の
ニン・トマス追悼文
2014年 2月17日の早朝にニン・トマス準教授 (NinTomas: Te Rarewa, Ngapuhi) 
が亡くなった。アンドリュー・スト ックリ (AndrewStockley)学部長は，「ニンの死
はロースクールのすべてのスタッフと彼女が指導した学生にとって非常な悲しみで」で
あるとし，つぎのように語っている。「ニンは常に情熱を傾けて教育と研究に従事して
いた。ニンはマオリにとっての法の意味を従来とは異なったものとし，また彼女が指導
した学生の生き方をそれまでとは異なったものとしようとした。ニンは非常に寛大で
あった。彼女は臆することなく単刀直入に自らの考えを語った。彼女は権力者に対して
も真実を語ることを恐れず，援助を必要とする人びとに手を差し伸べた。彼女の不屈の
精神は不治の病との戦いにおいても示されていた。」
ニンの遺体は火曜日に大学ワイパパ・マラエ (WaipapaMarae) に運ばれた。法学
部のスタッフとテ・ラーカウ・トゥレ (TeRiikau Ture : マオリ学生会）に属する学生
たちは，彼女の葬送のためにマラエに集まり，ポール・リスワース教授 (2006年から
2010年の法学部長）が法学部を代表して弔辞を述べた。
ニンの遺体は水曜日にプケポト (Pukepoto)のテ・ララワ・マラエ (TeRarawa 
Marae) に移され， 2月20日木曜日にランギハウカハ (Rangihaukaha)で荼毘に付さ
れた。アンドリュー ・ストックリ学部長が法学部を代表して弔辞を述べ，またトウムカ
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イ・キーリー・クインス (TumuakiKyhlee Quince) も現在および以前の法学部の同僚
と共に葬儀と火葬に参列した。
ニンは1991年に法学部に赴任したが，彼女のアカデミックな功績は極めて広範囲にわ
たり，マオリ先住民の法，法思想のみならずマオリ以外の法にも及んでいる。
長年にわたってリードして来たマオリ出身の学生に特化した教育プログラムの確立と
展開に，ニンは極めて大きな足跡を残している。その教育プログラムは，オークランド
大学で法を学び，履修完了するマオリ出身の学生数を増大させる目的で導入されたもの
で，大学教育を受けることとファノンナタンガ (whanaugantanga: 近親者の義務）が
両立するように立案されている。そのプログラムには［優秀な成績を］「顕彰する」要
素も加味されている。すなわち，前年度に優秀な成績を収めたマオリ出身の学生は，そ
の翌年に履修する学生のチューターの役割や学習補助を行うことで手助けするという栄
誉も与えられている。
ニンは医学部を修了した子息のイニア (Inia) と同年の2006年に法学博士号を取得し
た。博士論文のタイトルは， "Keyconcepts of Tikanga Maori (Maori Custom Law) and 
their use as regulators of human relationships to natural resources in Tai Tokerau, past 
and present"であった。この論文は，広範な基本原理に依拠した土地保有権 (land
tenure)の権利義務体系が，イギリスによる植民地化以前に北島の中央部たるタイ・ト
ケラウ (TaiTokerau) に存在し，そして現在も存続していることを実証した画期的な
研究である。
彼女はその研究の一環として， 20世紀初頭に北島で実施された父祖の土地に関する聞
き取り調査において記録された，それまで検討され，翻訳されたことのなかったマオリ
の記録原本や，テイカンガ・マオリ (tikangaMaori: マオリの慣習）に関する初期の
植民地官僚による記録，そして初期の先住民土地裁判所 (NativeLand Court)の記録
などを検討した。彼女はまた，ワイタンギ審判所 (WaitangiTribunal) に対して1992
年になされたナーファ地熱請求 (NgawhaGeothermal Claim)や，環境裁判所 (Envi-
ronmental Court) においてなされたナーファ刑務所 (NgawhaPrison)での聞き取り調
査の記録原本などの，現代的なさ まざまな資料などをも再検討している。 1世紀近く
眠っていたこれらの記録を比較検討することで，テイカンガの原理がいかにその世紀の
間に変化し，展開されたかを考察するための基礎資料を提供している。
ニンはマオリ固有地法，「ワイタンギ条約をめぐる現代的問題」 (ContemporaryTiriti 
Issues), 公法，「法システム」と「法学方法論」の講義を担当していた。ニンは2006年
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以来，「先住民と法に関する比較」 (ComparativeIndigenous People and the Law) コー
スのニュージーランド法の部門を担当していた。そのコースは，オークランド大学，ワ
イカト大学およびオーストラリアのモナシュ大学，クイーンズランド大学，カナダのオ
タワ大学，サスカチュアン大学，そしてアメリカのオクラホマ大学のそれぞれの学生と
共同で行われたコースである。テレビ会議形式で各参加国はグローバルな規模での専門
的な教育を提供していた。参加学生によって「革命的」と評されたこのコースは，
"virtual OE"すなわち，自国に居ながらにして貴重な海外の経験を得ることが出来る
コースであった。
2008年にニンは，「ナー・テイカンガ・マテ」 (NgaTikanga Mate : 「死に関する慣
習」）を研究するために「ナー・パエ・オ・テ・マーラマタンガ」 (NgaPae o te 
Mramatanga)から17万5千ドルの研究資金を獲得した。火葬のために自らの出身地に
（配偶者／あるいはこどもたちの意思に反して）家族構成員を送り返すという 一連のマ
オリ固有の事例研究であったので，その研究は学際的で比較の手法を採用するもので
あった。すなわち，つぎのような問題を検討するために，法学，歴史学，人類学のアプ
ローチを用いている。マオリの人びとがどこに葬られるのかを，はたしてだれが「正当
に」決定すべきなのか？ 国際比較としてば慣習法が法として通用しているアフリカ憲
法が検討された。
そのユーモアと存在感，そしてニンが法学部に対してなしたユニークで極めで情熱的
な貢献の故に，彼女を失ってこの上ない喪失感を覚えている。
2. 「ニン・トマス・先住民と法」グループの紹介
つぎに，オークランド大学法学部がニン・トマスのユニークな貢献とマオリに関する
彼女の貴重な研究成果を讃えて設立した「ニン・トマス・先住民と法」グループ (Nin
Tomas Indigenous Peoples and the Law Group) について，法学部のホームページを以
下で訳出することでその紹介に代えたい。
先住民と法の研究はオークランド大学法学部において中核的位置を占めている。先住
民に関する課題としては，「先住民と法」に関する研究，さまざまなコースの開講，地
域的，国際的な政策形成，太平洋地域とグローバルな規模での国内の先住民権の拡張の
ためのマオリ，太平洋地域，国連，その他の国際的運動との協同，等々が含まれている。
I. はじめに I. ニン・トマス博士 ID. 研究 N. 開講コース V. 
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主な催し VI. 学生へのさまざまな機会の提供（省略） VI. 太平洋地域とグ
ローバルな規模での先住民権拡張のためのマオリ，太平洋地域，国連，その他の国
際的運動との協同 VI. 「先住民と法」グループにコミットしている研究者
I. はじめに
オークランド大学法学部は，先住民と法の分野においてはニュージーランドのロース
クールにおいて指導的地位にある。この分野でのわれわれの課題としては，その分野に
おける重要なテーマに関する研究と先住民の世界に関する刊行物の発刊，さまざまな興
味深いコースの開講，先住民問題に学生がコミットすることの奨励，および，先住民に
関わる多くの国内，太平洋地域，および国際的機関との協同などを含んでいる。たとえ
ば2015年に法学部は，先住民に関する国際法の分野で指導的立場にあり，国連の先住民
の権利に関する前• 特別報告者たるジェームス・アナヤ (JamesAnaya)教授を招聘す
る予定である。
テ・タイ・ハルル (TeTai Haruru) * 1 [tai : 海， haruru:ざわめき，叫び……］の
メンバーは，ポウアフィナ・マオリ (PouawhinaMaori) との協同で「先住民と法」
グループをより拡大，強化する中心的な役割を担っている。
* 1 : www.law.auckland.ac.nz/ en/about/ centres-and-associations/ca-tth.html 
・テ・タイ・ハルルについて ・テ・タイ・ハルルのスタッフのプロフィール（省略）
・ニン・トマス博士 （省略） • Journal of Maori Legal Writing ・刊行物 ・ニ
ン・トマス・先住民と法・グループ（省略） ・マオリに関わる憲法問題についてのテ・
タイ・ハルル・コロキアム
・テ・タイ・ハルルについて： テ・タイ・ハルルには現在のところ，キリー・クインス
(Khylee Quince), クレア・チャーターズ (ClaireCharters) そしてナタリー・コーツ
(Natalie Coates)が所属している。われわれはさまざまな専門領域，たとえばマオリ慣習
法，刑法，環境法，法理学，ワイタンギ条約 (TeTiliti o Waitangi) に関わる国際法や憲
法，そして先住民の権利に関する比較法，等々の領域について教育・研究を行っている。
われわれは，ワイタンギ条約第 2条で承認されているマオリの文化や法的枠組，ティ
ノ・ランガティラタンガ (tinorangatiratanga) [絶対的なマオリの族長の権原，地位］へ
のマオリの強い志向などを支援することで，マオリに関する法の展開と分析に携わってい
る。また，マオリの歴史を掘り起こし，彼らの固有の土地と資源を取り戻し，正義を回復
することに明確にコミ ットするような研究と出版に従事している。われわれは教育・研究
において， トゥプナ (tupuna[祖先］）の英知，ハプ (hapu[準部族］）とイウイ (iui
［部族］）としての集団的権利と責任，そしてわれわれの土地と環境への責務，等々に尊
かれて教育・研究を行っている。
- 271 - (953) 
関法第65巻第3号
テ・タイ・ハルルは 1994年にニン・トマス博士 (DrNin Tomas (Tai Tokerau 
Confederation of iwi))とアンドレア・タンクス (AndreaTunks : Whakatohea, te 
Whanau a Apanui) によって創設された。テ・タイ・ハルルのこれまでのメンバーとして
は，ケレンサ・ジョンストン (KerensaJohnston: Ngaruahinerangi, Te Atiawa) シェー
ン・ヘレマイア (ShaneHeremaia: Ngati Tuwharetoa, Te Arawa), バルマイン・トキ
(Valmaine Toki: Nga Puhi, Ngati and Ngati Rehua) などがいる。
• Journal of Mori Legal Writing: Journal of Maori Legal Writingは，近代法体系の一部とし
てのテイカンガ・マオリ (tikangaMaori[マオリ慣習法］）とニュージーランドのマオリ
に関連するその他の問題をアカデミックに議論する必要から創刊された。オークランド大
学法学部のマオリ出身のスタッフのグループたるテ・タイ・ハルルがジャーナルを刊行し
ている。ニン・トマス博士が2013年号と合わせて最初の 2号 (2004年， 2006年）を編集し
た。最新号 (2013年）については以下でリンクしているネット上のオンラインでのみ入手
可能である。［以下にニン・トマスが編集した 2号の PDFが貼り付けられている。］
・刊行物：
2008-Johnston, K. He Iti, He Taonga: Taranaki Women Speak, Pindar NZ 
2005-Toki, V. Will therapeutic jurisprudence provide a path forward for Maori? Waikato 
Law Review Taumauri 13 2005: 169-189 (122.6 kB, PDF) 
2007---Quince, K "Maori Disputes and Their Resolution" in P Spiller (ed) 
Dispute Resolution in New Zealand, Auckland, Oxford University Press, Second Edition 
(214.7 kB, PDF) 
2007---Quince, K "Maori and the Criminal Justice System in New Zealand" in J Tolmie and 
W Brookbanks (eds) 
The New Zealand Criminal Justice System, Auckland, LexisNexis (335.5 kB, PDF) 
2008-Toki, V. Can the developing doctrine of aboriginal title assist a claim under the 
Foreshore Seabed Act 2004? 
Commonwealth Law Bulletin Vol 34 I (2008) pp. 21-41 (173.1 kB, MSWORD) 
・マオリに関わる憲法問題についてのテ・タイ・ハルル・コロキアム： 2010年2月にテ・
タイ・ハルルは，マオリの憲法問題を議論するためのコロキアムをオークランド大学のワ
イパパ・マラエで開催した。内外からの招聘者の報告によるコロキアムで，マオリ社会で
最も著名な思想家，学者，政治家が参加したユニークな催しであった。このヒュイ (hui
［集会］）はヴァルマイン・トキ (ValmaineToki)が主催し，ニン・トマス博士が議長を
務めた。
n. ニン・トマス博士
「ニン・トマス・先住民と法」グループは， 2014年2月に亡くなったニン・トマス博
士の功績を讃えて設立されたものである。ニン・トマス博士は，マオリ出身者としては
初めて法学博士号を取得し，ロースク ールでは最も上級のマオリ出身の研究者である。
ニンはテ・タイ・ハルルの設立メンバーのひとりで，テ・アオ・マオリ (TeAo Maori 
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［マオリ世界］，マオリ出身の法学部生や先住民の人びとの世界規模での権利擁護のた
めに，本学ロースクールにおいて長年にわたって指導的な役割を担っていた。
ロースクールにとってニンの他界は大きな損失である。真摯にしてユーモアに富んだ
知性と支えを失ったことは遺憾の極みである。
m. 研究
「先住民と法」グループのメンバーはつぎのようなさまざまな問題について世界に向
けてさまざまな刊行物を刊行している。すなわち，マオリと刑事司法，ワイタンギ審判
所，マオリの慣習マオリと政府との関係，初期の税法とマオリの関係，憲法，国際法，
および国際法の下での先住民の人びとの人権，等々である。
テ・タイ・ハルルは TeTai Haru戊： Journal of Maori Legal Writingを刊行してい
る。
w. 開講コース
オークランド大学法学部は「先住民と法」に関する専門分野についての多くのコース
を開講している。専門分野に関する選択科目にはつぎのようなコースがある。
・先住民法の比較に関するさまざまな話題
・ワイタンギ問題とのかかわりでの現代のワイタンギ条約
• 国際法と先住民の権利
• イウイの法人統治
・マオリ固有地法
・「先住民と法」の比較に関するオナーズコース
・先住民と国際法に関するマスターコース
法学部は現在，南太平洋大学法学部と共同での「国際法と先住民」に関する新たな
コースを2015年 1月と 2月に開設することを検討している。また法学部では，ニュー
ジーランドと太平洋地域における慣習法に特化したコース開講を目指している。さらに
また，多くのコースはマオリに関わるさ まざまな法的問題を扱っている。すなわち：
• 少年司法
・法と社会 （法社会学）
・刑法
・法理学
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・公法
v. 主な催し
「先住民と法」グループは，ニュージーランドや恨界の国ぐににおいて国際的な先住
民権運動と共同して研究や啓蒙のための催しなどに関わっている。
われわれはまたオークランドにおいて，たとえば惟界中から先住民問題の専門家を招
聘した，「先住民と正義へのアクセスに関する国連専門家セミナー」 (2014年）といった，
重要な催しを主催している。
川太平洋地域とグローバルな規模での国内の先住民権の拡張のためのマオリ，太平洋，
国連，およびその他の国際的な運動との協同
「先住民と法」グループは，国連「先住民の権利に関する専門家機構」 (UNExpert 
Mechanism on the Rights of Indigenous Peoples)や大学の諸機関やセンターといった国
内外の機関と共同して，先住民の権利に関する専門的見解をより発展させることに携
わっている。
VI. 「先住民と法」グループにコミットしている研究者
「先住民と法」グループに所属している研究者は： Claire Charters ; Natalie Coates : 
Khylee Quince : Amokura Kawharu : Jane Kelsey : Michael Littlewood : Janet 
McLean : David V Williams, 等である。［適宜省略 また，特にマオリを専門とする 2
名のみ紹介］
(1) クレア・チャーターズ：
(i) 経歴： Ngati Whakaue, Tuwharetoa, Nga Puhi and Tainuiの出身。クレアの主た
る研究領域は，多くの場合に比較に焦点を当てた国際法と憲法における先住民の権利
に関連している。博士論文では，国際法の下での先住民の規範の正当性を検討してい
る。
クレアは自らの教育・研究と，国内および国際レベルにおける先住民の権利擁護の
主張とを明確に結びつけている。 2010年から2013年の間にクレアは，「先住民の権利
に関する専門家機構」 (ExpertMechanism on the Rights of Indigenous Peoples) を中
心にして，国連の高等弁務官事務所の「先住民とマイノリティの人権に関するセク
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ション」 (IndigenousPeoples and Minorities Section)で働いていた。
(i) 現在の研究： 現在，国際法の下における先住民の人びとの権利の正当性に関する
書物を執筆中で，従来の何冊かの書物のチャプターにつぎのチャプターを加えてい
る：国際法のもとでの先住民の土地をめぐる権利；マオリと人権，である。2014年末
に，ニュージーランド最高裁判所とワイタンギ条約に関するケースについての論文を
公表する予定である。
(i) 担当科目： ・ワイタンギ条約に関する現代的問題 ・法理学 • 比較憲法と
先住民 •国際法下での先住民 ・法曹倫理
(iv) 主たる著作（省略）
(2) キーリー・クアインス：
(i) 経歴： Roroa/N gapuhiイウイとナーイ・ポロウイウイの出身。研究関心として
はつぎの分野に関連する。とくにマオリと刑事司法システム；テイカンガ・マオリと
法；修復的司法と ADR;マオリ女性と法；先住民と法。1998年に法学部に赴任する
前に 3年間刑法と家族法の実務に携わっていた。
(i) 現在の研究・担当科目：
・刑法 ・展開刑法 ・少年司法 ・法理学 ・先住民と法の比較研究
(i) 主たる著作（省略）
ニン・トマス「準備はいいか！ ニュージーランドのユニークな
統治秩序としてのマオリのハプとイウイの出現」
つぎに「準備はいいか！ ニュージーランドのユニークな統治秩序としてのマオリの
ハプとイウイの出現」論文を訳出する。
I. はじめに
本稿ではアオテアロア／ニュージーランド (AotearoaNew Zealand [以下では
「ニュージーランド」とする。またマオリ語は原則としてイタリ ック表記とする］）に
おけるマオリの近代的な統治体としてのハプ (Hapu[準部族］）とイウイ (Iwi[「部
族」］）について検討する。本稿では，ふたつの主要なハプとイウイがマオ リの慣習法原
理］）と立法を通じて，ニュージーランドの憲法上のフォーマルな統治枠組となってい
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ると論じる。そしてさらに，これらふたつのハプとイウイは一ーそれらを保護する立法
上の枠組のなかで自らを再構成することを通じて一ー将来のニュージーランドの国家統
治の枠組において，大きな影響を及ぼし続けるということを確固としたものにしてきて
いる，という点も論じる。それらふたつのハプとイウイは，ニュージーランド固有の
「タンガタ・フェヌア」 ("tangatawhenua" [「土地の人」］）による統治［＝自治］形態
として，中央と地方の統治と並行して存在している。
慣習法とニュージーランド［の国家制定］法によって形成されたより広範なコンテク
ストのもとで，本稿では，マオリの統治システムを論ずる場合に必然的に提起されるつ
ぎの 3つの根元的な問題を論じる すなわち (1)マオリのアイデン―ァイアイ 人び
とはいかにして，誰がマオリであり，ハプとイウイのメンバーであると決定するのか？
「マオリであること」 ('Maoriness')は，従来はマオリでない人びと［すなわち移民た
る白人］によって法律により決定されてきたが，今日ではそれとは逆に，誰が「マオ
リ」でありハプとイウイのメンバーであるのか，またそうでないのかを，マオリの慣習
法原理に従って決定するプロセスをマオリ自らが主宰し，彼ら自身の定義を立法によっ
て保障し，自の見解に沿って解釈されることを主張している2) ; (2)ハプとイウイの
「マオリの」統治システムは，ニュージーランドで従来機能してきた統治システムとど
のように異なるのか？ マオリは現在，立法によって保護されている自治権を付与する
制度上の根拠として，伝統的なマオリの慣習法原理を再評価しつつある見 ；(3)近代
的なマオリのハプとイウイの統治において，現に機能しているどのような実例があるの
か，また，それらがマオリのニーズを十分に満たしているのか？，の 3つである。本章
では，法律で保護されたふたつの主要な［ワイタンギ］条約体制 (TreatySettlements) 
の成果や，マオリ慣習法から導き出された諸原理に従って，マオリがどのように新たな
自治体制を運営しているのかに焦点を当てている。
ただし，本稿においてハプとイウイに焦点を当てるからといって，国家によるマオリ
の統治およびマオリと中央政府 (theCrown ; central government) との良き関係が重
要でないということを意味していない。それは全く逆である。ハプとイウイの統治を論
ずる場合に提起されるいくつかの問題は，国政レベルでのマオリの代表選出権問題と関
係している叫 しかし本稿が新たに切り開こうとしているのはつぎのことである。すな
わち，マオリ社会のみならずニュージーランド全体にも有益な政治的，文化的，社会的，
そして経済的諸目標を実現するために，強力で永続的なハプとイウイの統治システムを
構築することを通じて，いかにして制定法とマオリ慣習法との協同体制を効果的に運用
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すべきなのかに焦点を当てることである。
マオリ慣習法の下で，マオリ社会は血縁関係にもとづく地域的集団統治システムを活
用している。1840年のワイタンギ条約の署名後，異なった価値観と理念にもとづくウエ
ストミンスター型の中央および地方統治システムが，英国人 (British) によって導入さ
れた5)。法的，政治的なそのシステムの支配領域の拡大につれて，現存していたマオリ
慣習法に依拠するシステムが周縁化され，法的地位を有しない社会的制度として扱われ
るようになった6)。その結果ハプとイウイは，良き統治に関するイギリス (English)
式の理念”に依拠した政治的，法的制度によって自らの利益の正当性を承認し，保護
してもらうために，それ以外の「ローカルな利益」集団と競争しなければならなかった。
そしてその間に，競合するマオリ以外の利害関係に直面した場合，それらを承認しない
ということを正当化する目的のためには，マオリの権利を保護する規定は限定的にしか
解釈されなかった見
1970年代と1980年代にはじまったグローバルな規模での先住民文化のルネッサンスの
動向が，ニュージーランドにおける条約体制， とりわけワイタンギ審判所の役割に反映
し9l,その結果，ハプとイウイがマオリ集団とそのメンバーの利益を保全するための近
代的統治制度へと押し上げられたのである。
2007年の「先住民族の権利に関する国連宣言」(Declarationon the Rights of 
Indigenous Peoples) は，全世界において先住民自身の統治形態を確立することの正統
性を国際的に承認するものである10)。
ニュージーランド憲法の実態としの統治制度をあらためて創設するということをめ
ぐって，学術的，政治的なさまざまな場で議論が戦わされている。研究者のエリザベ
ス・ラタ (ElizabethRata) (婚姻後の姓）は2003年に，マオリの文化的再興についてつ
ぎのようにのべている。「政治的に文化を規制し，エスニックな境界を創造することを
通じて，政治的，経済的な原動力を獲得するために」 ニュージーランドの立憲民主
主義を不安定化させることも可能な方法で一ー文化的復興を利用していたマオリ出身の
エリートによって，その復興は「脱線させられた」と 11)。2004年には，（当時の）野
党・ニュージーランド国民党の（当時の）リーダー・ドン・ブラッシュ博士 (DrDon 
Brash) はつぎのようにのべている。マオリはニュージーランドでの「支配権への生ま
れながらの権利」と 12), その民族のゆえに「他のニュージーランド人よりもより大き
な市民的，政治的，民主的権利」13) を要求している，と。現行の統治システムがマオリ
の願望を十分に反映しているのか否か，あるいは，ハプとイウイにおけるマオリ慣習法
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の原理に依拠して，独立したマオリの統治システムを基礎づける有効な根拠が存在する
のか否かについて，大きな影響力を有するこれらのニュージーランド人によってなされ
た言明は真剣には考慮されていない。彼／彼女らは，国家と現行統治制度が十分にその
任務を果たしていることを前提とし，かつ，マオリをニュージーランドの現状に対する
脅威とみなしているのである。立法と慣習法の枠組のなかで上述の 3つの問題を探求す
ることで，なぜ，実際にはそうではないのか，また，マオリはそのさまざまな欠陥を克
服するためにこれらの法をいかに利用しているのかなどについて，本稿において以下で
検討する。
n. 誰がマオリか？—ィギリスのコモンローに依拠した市民権とマオリ慣習法に依拠
したタンガタ・フェヌアの地位
大英帝国のアオテアロアヘの領土拡大は，ニュージーランド社会内にアイデンティ
ティと「市民権」に対する相対立する見方を持ちこんだ。マオリ社会とイギリスをベー
スとするニュージーランドの移住者の社会は，彼ら自身のアイデンテイティと市民権を
それぞれ異なった歴史的基盤から導き出している。マオリ以外の大半のニュージーラン
ド人のアイデンテイティと市民権は，イギリスをベースとして法律によって確定されて
いるが，マオリのアイデンテイティと集団的市民権は，マオリ慣習法から導き出された
ルールと原理にもとづいている。
I -1. イギリス・コモンローにおける英国国籍の観念とニュージーランドの市民権
ニュージーランドのアイデンテイティについていかなる論争が行われてきたかについ
ては，多くの (50歳以下の）比較的若い世代のニュージーランド人にとっては未知の，
立法をめぐる歴史によって知ることができる。英国とニュージーランドの憲法下では，
独自のニュージーランド市民権というものの歴史は浅い。それはたかだか60年ほど前，
すなわち1948年にニュージーランド議会で成立した「英国国籍とニュージーランド市民
権法 (BritishNationality and New Zealand Citizenship Act) にさかのぼるに過ぎない。
この法律の第 3条は， 1948年に英国議会で成立した英国国籍法第 1条をリステイトした
ものである。その第 3条は，英国および／ もしくはかつての植民地で出生したすべての
者は「英国臣民」もしくは「英連邦市民」 ("Britishsubject")の地位を有することを承
認している。さらに，ニュージーランド市民権法第6条と 7条は，出生と血統による公
式の独立した市民権を創設している。
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この 2重の立法が成立する以前は，植民地への移住者とその子孫は英国臣民としての
権利を守るためのイギリス・コモンローの下で，「生得の英国臣民」 ("naturalborn 
British subject")の地位を与えられていた。プラックストーン (Blackstone) によると
この地位の起源はつぎのようである14) : 
生得の臣民とは．イングランド王への臣従義務，権力，もしくは保護の下で出生した者で，
その用語は国王の領土で生まれた者をも含んでいる。
保護と引き換えに国王に服従させる歴史的な臣従義務に起源をたどりつつ，ブラック
ストーンはつぎのようにのべている。「物事自体もしくはその主要部分は，理性と統治
の本質にもとづいているが；しかしながら，その名称と形態はわれわれのゴートの祖先
から導かれている。」15)。「封建制度」の下での家臣と領主の実務と結びついて，それは
統治君主に対する忠誠と臣従義務の複雑な体系を形成していた。主権者への忠誠という
理念は， 1840年［すなわちアオテアロアが英国の植民地となったワイタンギ条約成立の
年］以後にニュージーランドに全面的に移植され，今日のニュージーランドにも存在す
るウエストミンスター方式の統治システムの基盤を成している。
I -2. 集団的アイデンテイティに関するマオリ慣習法
英国植民地の子孫とは対照的に，ハプとイウイのメンバーとしてのマオリ市民権が，
植民地化される以前の数世紀にわたってニュージーランド［＝アオテアロア］内で存続
してきている。第 1次的には血統に関する慣習法によって決定されていたが，その性質
や形式，歴史はマオリ慣習法から導かれるもので，イギリスの市民権とは大きく異なっ
ている。
マオリ慣習法はハプとイウイのメンバーとしての資格（メンバーシップ）を承認する
にあたって，ふたつの主たる関係を承認している。第 1は，身体的なファカパパ
(whakapapa (系譜））の結びつきを介した，祖先とのあいだで諸個人が有している関
係である。第2は，特定の領域と祖先との人的結びつきである。上で言及したイギリス
をベースとする法と身分という条件下において，「出生」と「血統」（そして居住地と占有
地）といったおおよそのアナロジーを行うことは可能ではあるが，いくつかの重要な相違
点も存在する。イギリス法は，「人民」 ("thepeople") と「主権者」 ("thesovereign") 
のあいだに存在する，政治的に基礎づけられた法的関係に焦点を当てて主権者に最高の
権限を付与する。それに対してマオリ慣習法は，同世代を生きる現存する「人びと」
("the people") と 「彼らの祖先」 ("theirancestors")および「彼らの土地」 ("the
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land") とのあいだに存在する精神的に基礎づけられた関係に焦点を当てる 16)。領域と
いうものはマオリ社会においては文字通り生死にかかわる最重要事項である。
そして，より多くの子孫が同一の祖先に連なり，土地と一体化してゆくが故に，時間
と集団的な領域との結びつきが強化されていくのである 17)。ニュージーランド全土に
存在するさまざまなハプとイウイのあいだの地域的な領域的境界は，かつてはそれぞれ
の指導者たちのあいだの合意に依拠していた。そしてそれらの境界内で生まれ，土地を
占有し，葬られたということによって慣行的に証拠づけられていたのである18)。しか
し1840年以後においては，領域的境界は概ねハプとイウイと政府との関係によって決定
されている故に，徐々に［指導者間での合意によって確定されることからもたらされ
る］柔軟性が無くなってきている19)。しかしながら，伝統的な基準によって領域に関
する主張を正当化し続けている隣り合った集団同士では，現在でも境界に関する争いが
生じることがある20)0 
I -3. 「都会のマオリ」 ("UrbanMaori") という新たな集団のカテゴリーの創造
マオリ慣習において変化が起こりうるということは， HineitiRirerire Arani v 
Publictrustee of New Zealand事件に対する先住民控訴裁判所 (NativeAppellate Court) 
の判決において承認されている21)。
ネイティブな慣習は固定的なものではない。それはヨーロッパ人がやってく以前から存在
した古い慣習に基づいているが，今日のマオリの変化する状況に応じて発展し，適応してき
ている。
枢密院はマオリとイギリスの異なった法源に言及しつつ，マオリの慣習が変化すると
いうことを支持している22)0 
つぎのことがらは法に関する健全な見かたといえるであろう 。すなわち，ひとつの民族と
してマオリは，部族間での共通の合意によ って彼らの慣習を修正することを可能とする，な
にがしかの固有の自治権を有していること，そしてまたそのような民族的慣習は，修正を可
能とする立法権に類似する内在的権力が存在しない故に，常に現状維持のままでなければな
らないイギリスのバラや他のローカルな地域の慣習と同じレベルである必要はないというこ
と，である。
このケースは，マオリの両親によるパケハ (Pakeha[英国を中心とするヨーロッパ
からの植民者］）のこどもの養子縁組に関するものである。しかしその理論的根拠は，
マオリ慣習法の基本的諸原理に適合する新たな慣行や形式の養子縁組にも，同じく適用
- 280 - (962) 
ニン・トマス「準備はいいか！ ニュー ジー ランドにおけるユニー クな統治秩序としてのハプとイウイの出現」
することができる。このケースに関してはふたつの重要なことがらを指摘することがで
きるだろう。第 1に，裁判官がマオリ慣習法の存在を裁判所によって認識しうるものと
認めていることである。第2は，枢密院のレベルにおいては一ー裁判官は，イギリス法
が慣習と諸実践を結びつけているのとは異なり，マオリの慣習法は状況に応じてその適
用のあり方を変化させる，承認された原則の体系を通じて機能しているということを
まったく理解していないにもかかわらずー一状況に応じて修正を可能とするような，な
にがしかのメカニズムが存在するということを承認できる，ということである。
しかしながら本稿の目的にとってより明確な点は，［英国の慣習法とは異なり］マオ
リ慣習法はマオリコミュニティにおいて有効に機能するためには，司法による承認を必
要としないということである。「集団に内在する自治の力」によって，人びとが広範に
合意する新たな形態を創り出したならば23), その新たな形態は「マオリの慣習」にも
とづくものとして十分適格なものとされるのである。1960年代以降に，伝統的な領域外
で暮らす人びとの集団を指示するものとして「都会のマオリ」という概念が出現したこ
と，および，マオリコミュニティがその存在を承認したことがこのことを明確に示して
いる。
「都会のマオリ」は人口の流動化の結果あらわれてきたものである。それは，伝統的
な土地の喪失一ーその多くは立法プロセスに起因する24)ーーと，都会ではより高い収
入を得られるだろうという誘惑から，彼ら自身の故郷から都会の中心地へと人びとが移
動したからである。都会暮らしによって一旦ハプとイウイでの領域的地盤から離れてし
まい，マラエのような集まりの場がなくなってしまうと25¥親族との相互交流を通じ
て常に自らのアイデンテイティを再確認するという，従来彼らが有していた力が弱めら
れた26)。マオリ文化を共有することで，故郷から離れて暮らすハプとイウイのメン
バーを結びつけ27), その結果，従来とは異なった「都会的な」アイデンテイティがま
さにこのようないわば空白状況のなかで生まれてきたのである。これらの新たな分類は
マオリコミュニティの指導者からしばしば批判された。というのは，彼らはトウトゥル
(tuturu: 永続的な）ホームランドの外の新らたな地において，新たな慣行を受け入れ
ることを正当化するに際しては，上述したマオリの伝統的概念を用いたからである。北
島中央部のトゥホエ・イウイ (Tuhoelwi) 出身の長老たるジョン・ランギハウ (John
Rangihau)は，従来とは異なった都会的で国全体に亘るアイデンテイティの出現をマ
オリをコントロールするための政治的策略と見ている28): 
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マオリタンガ (Maoritanga[マオリ文化，マオリの慣行，マオリであること，マオリの生
き方］）という 言葉は，マオリ部族を十把一絡げにするためにパケハによ って作り出された
ものではないかとわたしは思っている。なぜならば，かりにそれぞれの部族を区別し，統治
することができないとすれば，彼らのためになしうることは，彼らをひとまとめにして統治
することだけだからである。そしてその場合には，自らのアイデンテイティを与えている部
族の歴史と伝統を失うことで，彼らはすべてのものを失ってしまうからである。
「都会的な」もしくは「マオリの」アイデンテイティがかりに首尾よく受け入れられ
たならば，現存するハプとイウイのアイデンテイティが時と共にそれらと置きかえられ
てしまうことをランギハウは恐れていた。故郷に住む人びとやマイ・ラーノ (mai
raano (記憶にない古い時代から）の確固とした存在が有する強い力が失われ，たかだ
かヨーロッパからの移住者と接触した時代［主として19祉紀後半］にしか遡らない，新
たな近代的アイデンテイティによ って置きかえられてしまうのである。伝統的なマラエ
に若者たちを回帰させるものとして，彼らが有するマオリの慣習法概念や原理，慣行の
理解を永続的なものにするために最も適した条件をランギハウは提唱した。若者たちは
マラエにおいて，「亡くなった人びとと共に」過ごし，「集会の時間を通して響いて」い
る祖先の声を聴いているのである。こうして与えられたマオリとしてのプライドと確か
な拠り所があるという実感は，若者たちがいかなる新たな状況に置かれても胸を張って
マオリとして生き，ハプとイウイのアイデンテイティを守っていくことを可能とす
る29)。彼の見解では，伝統的な土地から遠く離れた都会に住んでいてハプとイウイと
は無縁になっている第二，第三世代の若者が陥る危険を，そのような伝統的マラエは回
避させるのである。しかしながら，マオリを支える文化的諸制度を守るために，文化に
関わる広範なことがらに関して強力に主張し，マオリ以外の人びとに対して自分たちの
ニーズを守ろうとする場合には，「マオリであること」を強調することが重要だという
ことをランギハウも認めている30)0 
さらにいえば，わたしはパケハにはなりたくない。マオリの世界には私が好きな多くのこ
とがあるのに対して，パケハの世界には嫌いなものがたくさんある。私はニュージーランド
人であり，マオリのニュージーランド人である。そして私は，マオリ文化の保全とマラエの
ようなマオリ固有の制度の創設について常に大声で騒ぎ立てなければならないとは思わない。
独自の集団としての都会のマオリの存在を承認することと，ハプとイウイに忠実であ
ることのなかに彼らの原理を見る伝統的マオリとのあいだの緊張関係は，社会福祉事業
関係の基金やその他の資源配分において最も顕著にあらわれている3])。しかしマオリ
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社会においては現在では，一般的にいえば，都会集団の出現は歴史的プロセスの帰結で
あり， したがって必然性の産物であること。したがってその故に，いずれのマオリ集団
の意義をも否定しないように，プラグマティックな方法で両者を和解させることを承認
している，ということができる。マオリ慣習法の下での「都会」と「伝統的」集団のあ
いだの結びつきを確固としたものにし，またさらに，上述した HineitiRirerire Arani 
事件で枢密院が言及している変化を確かなものとしているのは，まさにファカパパ（祖
先との結びつき）とファノンナァタンガ（周知の親族関係）という原理の承認に依拠し
た，これらふたつのタイプの集団の承認なのである。
I -4. 立法による「マオリであること」の定義
［植民地化以来の］歴史と立法の実態を見ればランギハウが懸念を抱くのは当然であ
る。というのは，マオリ自身は主としてハプとイウイヘの帰属に自らのアイデンティ
ティを求めているが，国民の大半を占めるその他のニュージーランド人は，通常は
ハプとイウイを生みだしてきた主たる集団としてマオリを見ている故に一ーそれとは
異なった見方をしているからである。「マオリ」という言葉は （通常あるいは一般に），
ニューカマーたる「パケハ」すなわちアオテアロアが英国によ って最初に植民地化され
たときにやってきた外国人から区別するために，タンガタ・フェヌアによって用いられ
ていた32)。近年「マオリ」というアイデンテイティは攻撃を受けているが，ハプとイ
ウイのメンバーとして諸個人を見ることも最近になって初めて広範かつ公式に受け入れ
られるようになり，裁判所や立法によって採用されてきた33¥
「マオリ」は1953年のマオリ関係事項法 (Maoriaffairs Act)第 2条によってつぎの
ように定義されている。すなわち，「マオリ」とは「ニュージーランドの先住民族に属
する人びと：混血の人および混血と純粋のマオリの子孫とのあいだに生まれた者も含
む。」同法は「ヨーロッパ人」を「マオリ以外のすべての人および法人」と定義してい
る34)。
「混血児」をも含めて「マオリ」を分類することによって，民族と階級に関わるいず
れのタームにおいてもすでに消滅している物以上の何物かだという固定観念を，さらに
強化するという効果をもたらした。「ヨー ロ ッパ人」という概念は「マオリ」への対概
念で，他のすべての民族的集団を含み，その結果，マオリの多くのこどもたちがおとな
になるまで保持している，特別の人種差別的要素が付加された。ワイタンギ条約法にも
とづいてマオリが政府に対して提起した「マオリ語請求」 (TeReo Maori Claim [reo 
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は言葉，声］）は，マオリのこどもが成人して親となり，さらにそのこどもたちに引き
継がれていった劣等感について強い口調でのべている35¥
マオリ語請求は，ニュージーランドの学校からマオリの言葉と文化を締め出そうとす
る教育省のやり方が，多くのマオリのあいだにつぎのような広範な感情をどのように生
みだしていったのかを描き出している。すなわちその感情とは，マオリであることはそ
の他の民族， とりわけニュージーランの主要な大半の制度を牛耳っていたパケハよりも
劣ったものだという感情である36)。
このような態度は，法律に則って「マオリ」と称する資格が誰にあるのかを判断する
際に，血縁の濃さをその条件とみなしている著述家や政治家によってその後も維持され
続けている。 2006年にドン・ブラッシュ博士 (DrDon Brash) は，ニュージーランド
にはマオリ出身の法律家が不足しているということに対する，高等裁判所の裁判官の憂
慮に対してつぎのように答えている。「彼はあたかもマオリが他とは明確に異なる先住
民であるかのように語っている。自らを明確に他と区別してマオリと見ている多くの
ニュージーランド人がいることは明らかであるが，純粋にマオリである人はかりにいる
としても極めてわずかである。」37)。つまり， 1953年法に規定された血縁要件は「マオ
リであること」の正当な基準ではあるが，その基準を主張する大半の人びとは基準を満
たしていない， ということである。彼のコメントは一一そつぎのような主張を彼が2004年
にロータリークラブのスピーチで行った時に一―-「妄想症的な政治」 ("paranoia
politics") 33)に再度火をつけた。すなわち，マオリは「立法上の特権を」享受している
が，それは廃止されねばならない。なぜならば，われわれは「すべてニュージーランド
人」であり，すべての人びとが平等でなければならないからである，と 39)。2007年に
おいてもこれらの見方は，ニュージーランドの政界においてなお強く主張されていた。
緑の党のメンバーたるキャサリン・デローンティ (Catherine Delahunty) はつぎのよ
うに反論している。パケハのニュージーランド人は，自分たちが「民主的なアパルトへ
イト」("democratheid") , すなわちマジョリティ集団によるアパルトヘイト支配ー一そ
れは，「同化した人々に対する平等とパケハのように行動するすべての人に対する公正」
を意味する一ーを行っていることを否定している，と40¥
I -5. 現代の「マオリ」と「ハプとイウイ」のアイデンテイティ
マオリではない公的地位にある重要人物によって示されてきた，「マオリであること」
に対して近年向けられた以上のような敵意によって，マオリのポジティブなアイデン
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テイティを公の場において維持することが困難となっている。しかしその反面，強くた
くましいマオリのアイデンテイティを維持するために，マオリ慣習法の諸原理により強
力に依拠していくことがマオリコミュニティにおいて試みられている。
マオリ慣習法によってアイデンテイティを定義することは，伝統的な「祖先」という
要件に加えて，特別な基準として「エスニシティ」という概念を用いることでさらに複
雑になっている41)。「エスニシティ」は人類学上の定義で，アイデンテイティの確定の
ために慣習や言語，慣行，住居，祖先や出身地，等々のさまざまな要素を加味すること
が認められている。エスニシティの重要な特徴は，エスニックを任意に選びとれること
である。人びとは，生まれによらずにエスニシティを選択し，また任意にそれを変更す
ることができる42)。しかしながらマオリ慣習法では，マオリとしてのアイデンティ
ティは自己の祖先に連なるファカパパ，すなわち「家系」を証明することが必要であり，
さらに集団の成員資格が限定されている。異なったハプとイウイのメンバーを区別する
ために，特定の直系の祖先の証拠が必要な時もあれば，また「なにがしかの」マオリの
祖先の証拠だけで，他のエスニックなグループからマオリであることを識別するために
は十分な場合もある43¥
マオリ慣習法はマオリコミュニティによって運用され，その存続を確かなものとする
ための文化的規範を永続させるためには，強力なマオリ語の基盤が必要である。1980年
代に「コハンガ・レオ」 (KohangaReo) (マオリ語で「巣」）すなわち「マオリの巣」
運動が，マオリ語を死滅から守るための必死の試みとしてマオリの人びとによって繰り
広げられた。この間に，将来性を見越したタラナキ・ランガティラ (Taranaki
Rangatira) とカラ・プケタプ (KaraPuketapu) に舵をきっていたマオリ関係庁
(Department of Maori Affairs) は，マオリ語を話せる人びとがたとえばガレージや物
置，ホール，ラウンジ等でコハンガ・レオ（マオリ語の巣）を開き，学校に行く前のこ
どもたちに， どのハプとイウイの出身かにかかわりなくマオリ語や集団的慣行を教え込
もうとする人びとを奨励し，資金援助を行った。1982年発足以来コハンガ・レオは，マ
オリのこどもたちへのマオリ文化と価値観の教育に関して大きな役割を果たしてきてい
る44)。その運動の成果としては，たとえばマオリ語教育をニュージーランドの教育シ
ステムの一環として正式に認める法律が成立している。小学校，中学校45). さらに上
級のマオリ語をベースとした学校も 46)制定法上の保護を受け，資金援助を得ている。
マオリコミュニティとりわけ都会の中心地のコミュニティ内でのこのような動向の積
極的成果としては，つぎのような 2重のアイデンテイティが出現したことと集団的帰属
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意識が強化されたことを指摘できる。とくに若いマオリの集団は，日常生活や仕事にか
かわることがらに関して，自らを「都会のマオリ」 ("urbanbased maori") と考え，ま
た，家系をベースとする集団に属する者としての，長い人生のなかでの幸福に関わるこ
とがらについては，領域をベースとする「ハプとイウイのメンバー」と考えているので
ある。
独自性を維持しようとするマオリの努力とは対照的に，広いコミュニティ内でのマオ
リの独自のアイデンテイティとシティズンシップに関してパケハが抱いている過敏な感
情は，彼らがニュージーランドにおいて占めている曖昧模糊とした位置に対する感情を
あらわしている。ユニークな言語，文化と明確な領域的空間との祖先を介した結びつき
を有する「マオリ」として自らを認識することは，英国から離れてさまよい，マオリと
同一領域において確立しようと努力している「パケハ」のアイデンテイティと対照的で
ある。このような展開において「ニュージーランド人」 ("NewZealander") という概
念は，パケハの祖先が200年足らず前に家を造り，たかだか60年ほど前に立法によって
ニュージーランド人としての市民権が与えられた領域に対して，初めて文化的意味を与
えられた結節点である。パケハのなかには自らを， 1840年に調印されたワイタンギ条約
がニュージーランドでの合法的な「共有の」家を付与したという認識の下で，タンガ
タ・ティリイティ ("Tangata Tiriti" [tiritiは条約］）と自称する者もいれば47), 故国
から目を転じて，この地に関わっていくことのなかに自らのアイデンテイティを再定義
した，第 2の先住民集団と見なす者もいる。この集団にと っては，「先住民としての
ニュージーランド人」 ("indigenousNew Zealanders")であるという主張は，マオリに
は全く 言及することなくアイデンテイティを十分に確立する 居住することと同等の
意味を有する一一意思的な行為とみなされうるのである。労働党の政治家のトレヴァ・
マラード (TrevorMallard) によると，「先住性」("Indigenei ty") は「われわれが帰属
し，自らの国と認識する方法の多様性」 ― それは，「祖先が広大な領域からやってき
たニュージーランド人 (kiwis)のように，完全に土着するようになった中国系，イン
ド系のニュージーランド人」をも含んでいる― をあらわす多文化的な用語である48)0 
パケハが自己の存在の承認とマオリとの平等を求めるというのは，奇妙で混乱した精
神状況である。というのは，マオリは彼らの土地から追い出され，移動し，権力を奪い
取られており，かつ，マオリに関してつぎのように主張されているからである。すなわ
ち，「ある集団が他の集団よりも以前から居住しているからといって，後からやってき
たものよりもその集団の方がニュージーランド人らしいということはないし，また後続
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の人びとを国民的な生活に参加することから排除する権利を与えるものではない」，と
の主張である49)。アイデンテイティを明示する排除の政治を実践するという，守りの
立場にマオリを位置づけるこのような立場の逆転は，ニュージーランドではパケハがア
パルトヘイトによって統治しているというデローンティの見解と相殺されることができ
る。そうであれば，彼女の（当時の）「緑の党」の同僚のナンドール・タンチョス
(Nandor Tanczos)がつぎのようにいうのも一理ある。すなわち，「マオリの権利」に
関する議論は，実際はマオリに関することがらではなく，ニュージーランドにおけるパ
ケハの地位に関する議論であり，そしてまた彼らの政治的，文化的優勢に関する彼らの
懸念一ーニュージーランドでの彼らの立場の弱さに焦点が当てられている一ーが今や
徐々に弱まってきている50¥
I -6. 本章・小括
以上において，新たな考え方や形態に適合するようにその適応のあり方が時と共に変
化し，発展することが可能な，広範に受容された概念と原理に依拠する生ける法
(living law)としてのマオリ慣習法について論じてきた。権限を付与されたリーダーを
通じて自らの主張を行う，マオリコミュニティ内で実践されている正当な法の形式とし
てのマオリ慣習法の存在は， 1840年以後に導入された公式のニュージーランド法システ
ムとその政治的一法的プロセスによ って実態が隠されていた。
1980年代半ば以来ニュージーランド法は，マオリ語法やマオリテレビを創設する法律
などを通じて，マオリ語やマオリ文化の普及に焦点を当てた教育を推進することでマオ
リ慣習法を保護してきた。
そのような保護立法が制定されるとともに，伝統的な慣習法原理を適用し，現代的な
生活様式に合致するようにその適用形態を調整することで，これらの枠組を新たな もの
としてきている。マオリおよびハプとイウイのメンバーとして承認する基本的基準は，
現在でも，周知の祖先につながるフアカパパを証明するという伝統的なものである。た
だし，これは「マオリであること」 ("beingMaori") の承認のプロセスヘと組み入れら
れているが，当該集団のメンバー間での資源をめぐる争いにおいてその配分に関して積
極的な結果を保障するものではない。集団によ って決定されたそれ以外の基準が争いに
決着をつけるのである。 一定の目的のためには「都会的な」基準でありうるし，「ハプ」
もしくは「イウイを基礎とする」基準でもありうる。また将来変化する状況に応じて生
じてくる，その他の基準も存在しうるであろう 。ニュージーランド人としての自己認識
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は一般的には第3のものである。すなわちそれは，マオリ慣習法原理とニュージーラン
ド立法のアマルガムから導かれたもので，マオリと外国の法管轄下にあるその他の人び
とによって，彼らを他人の領域にやってきたビジターから区別するために採用されてい
る。その実践的な宣言はハカ (haka[マオリのダンスもしくはパフォーマンス］の共
有である。
パケハによるニュージーランドでの独自のアイデンテイティの探求は続いていく 。し
かしパケハのアイデンテイティは， もはや自律的なマオリのアイデンテイティの存在を
掘り崩すことはできない。そのような力は，「マオリ語請求」に関するワイタンギ審判
所での聴聞や勧告，コハンガ・レオやクラ・カウパパ，ワナンガ (Wananga[会議，
セミナー］）の設立，そして「言語請求」 (TeReo Claim) の結果としてマオリ語と文
化の保護のために制定された立法などによってその力は弱められてきているのである。
m. マオリの統治システムはニュージーランドのシステムとどのように異なっているか
一言でいえば，マオリの統治システムはマオリ慣習法から導かれた諸原理に依拠して
いる。本章ではマオリの統治を導いているマオリ慣習法の基本的価値と諸原理を検討す
る。
2005年にマオリのさまざまな組織の「主任執行役員」 (ChiefExecutive Officer)が，
その後の20年間のマオリの統治に関する諸問題を検討するためにファンガヌイ・ア・タ
ラ (Whanganui-a-Tara) (ウエリントン）で会合を開いた。彼らは統治に関する 4つ
のポイントを明示した。すなわち：マオリ統治の基礎となる価値；それら諸価値の共存
を可能とする柔軟な統治構造；重要なスキルの獲得，そしてアカウンタビリティ，であ
る51)。2005年にフィ・タウマタ (HuiTaumata)で開催された出席者のすべてがつぎ
の諸点に賛同した。すなわち，パケハのシステムをベースとする近代的な統治運用シス
テムとアカウンタビリティに関する手続きは それを採用し，統治を補い，また責任
ある地位にあるマオリの人びとによる誤った運用やアカウンタビリティの欠如などに
よって一ー限りあるマオリの資源が浪費されないことを確固としたものにすることに
とって重要なツールだ，ということである52)。しかしながらより困難な課題は，いか
なる戦略的方向づけを策定するのかということである。それを策定するためには，独自
のマオリの価値や原理を取り入れることが必要であるのみならず， 目先の利益にとらわ
れ，それらを優先させるのではなく，集団的で世代をまたぐ人びとのニーズに長期にわ
たって奉仕することも必要なのである53)。
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皿ー 1.法源としてのマオリの慣習
2005年のフイ (hui[会議］）で展開された議論は，ユニークなマオリ固有の価値と原
理の体系が存在することを前提としている。広範に受け入れられているマオリ慣習法の
定義としては，マオリ土地裁判所 (MaoriLand Court) の当時の首席判事でワイタンギ
審判所の所長たる， ETデュリー (ETDurie) の定義がある 5~) 。
優越的権限を有する機関によって作成された「制度化された法」 ("institutionallaw") と
は異なる，社会的慣行と受容によって生み出された法。慣習はイギリス法の重要な法源であ
るが，その後 主としてコモンロー（判例法）と制定法によって置きかえられている。
イングランドにおいて何世紀にもわたって発展し，後にニュージーランドに移植され
た，独立した裁判所とそれを支える官僚機構を有するフォーマルな法体系を，マオリ社
会は有していなかった。しかしながら，そのような体系を有してはいないものの，マオ
リ慣習法はカウマトウア (kaumatua) とクイア (kuia) (長老）［いずれも長老でクイ
アは女性の長老］．そしてランガティラ (rangatira) (指導者）によって導かれる，コ
ミュニティの広範な部門の人びとを含むマラエでのフィ (hui[会議］）や討論を通じて，
マオリコミュニティのなかで発展していくのである。集団討議においては，個人やファ
ナウ (whanau[拡大家族］），ハプとイウイの幸福を守るために必要な，合意された基
準やガイドラインを形成する一連の基本的原理に焦点が当てられている。これらの原理
に依拠することで一ー裁判官として任に就く，独立し優越する人物によって課されるも
のではなくーーコミュニティのメンバーによって合意，あるいは少なくとも受容された
決定が下されるのである。これらの原理を支持するために必要な規範的基準や行為の設
定や見直しは．その後に開かれる会議において継続してなされている。
公的な強制力を有する制度的支えや，決定に従わなかった場合の直接的制裁が欠如し
ているということは，マオリ社会が強制力を伴いつつ運用していくためには．コミュニ
ティのメンバーがその活動に積極的に参加し，任意に従い，また関わっていくというこ
とに依拠しなければならないということを意味している。したがって，諸個人と集団と
のあいだでのアイデンテイティやコミュニティ・集団への所属といった強い意識が， 一
体的なシステムとしてのマオリ慣習法を発展させ，永続させるための不可欠の一部をな
しているのである。コミュニティの指導者は裁判官ではなく， したがって彼ら自身の意
思を人びとに押し付ける権限は有していない。彼らはいわばコミュニティのしもべで
あって，指導者としてのマナ (mana(地位））を維持するためには人びとの望みを実現
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しなければならない。コミュニティ内やハプとイウイの指導者間での定期的会合によっ
て，彼らは地方と国全体のレベルでの共通の基準を確立しようとし，またマオリ社会の
連携を緊密にしてハプとイウイ間での共通する問題に関して調整を行っている。
マオリのコミュニティから導き出される法たる純粋な意味でのマオリ慣習法と，マオ
リ社会に慣習的に課されている，イギリス法をベースとしたマオリ慣習法のふたつを区
別しなければならない。その相違はつぎのふたつの事例で明らかになる。前者としては，
「相続に関するパパクラ請求」 (PapakuraClaim of Succession) においてフェントン
(Fenton)首席裁判官によって出された判決がある55)。このケースは，オークランド近
郊のある土地を単独で譲受した譲受人によって保有されている土地相続に関する事件で
ある。彼の寡婦とこどもがその土地全体に対する相続権を主張した。それに対して彼の
甥と親族がマオリ慣習法原理を根拠にして異議を唱えた。フェントン裁判官はつぎのよ
うに判示した56): 
部族的な保有権が，国家の通常法によ って承認された合法的権原を有している土地に影響
を及ぽすことを認めるならば，極めて大きな損害を引き起こすことになる。イギリスの保有
権をマオリの慣習に従属させるのではなく，マオリが有している偏見に大きな打繋を与える
ことなく ，できるだけ速やかにマオリのあいだにイギリスの保有権のみならずイギリスの相
続のルールをも導入することが裁判所の任務である。
フェントン裁判官はこの判決において，公式に集団的に保有されていた土地に対する
ハプの成員の主張を排除して，妻子に有利なイギリス法のルールに依拠したハイブリッ
ドな相続システムを採用し，判決で提示したのである。この相続のルールは現在でもマ
オリ土地法の一部であり，無遺言によるマオリの土地相続を規律している57)0 
純粋なマオリ慣習に対するより狡猾な浸食は， 一見するとマオリにとって有益な，イ
ギリス法にもとづく先住民権原説 (doctrineof Aboriginal title)である。それはマオリ
慣習法をニュージーランド法システムが承認するが，その権原の効力を巧みに奪ってし
まうような極めて多くの法的制約を課している58)。
それにもかかわらずマオリ社会は存続しているし，またマオリ慣習法は一ー必ずしも
尊重に値しないか有益でもない，イギリスに依拠した国家法の体系下で実施されている
ということを熟知したうえで一ーマオリ社会のなかで現に実施されているのである。裁
判所および／または立法部が，マオリの権利を否定したりマオリの同意なく資源を収奪
したならば，極めて不正義であると感じられる59)。法的なプロセスは決して一面的な
プロセスではない。マオリ社会はマオリ慣習法の原理に従って政府の行為を評価する基
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準を常に有してきた。世代を超えた記憶は長期にわたるもので，それらはイギリスを基
礎とする法の顕著な特徴たる先例拘束の原理と議会主権よりも以前から存在するのであ
る。
マオリ慣習法のふたつの相関連する法源を統治に関連するものとして掲げることがで
きる。ひとつはワイタンギ条約のマオリ語のテキストに含まれている一連の「憲法上
の」原理であり，もうひとつはマオリ社会から直接に導き出された一連の基本原理であ
る。
皿ー 2. マオリ統治を甚礎づけるマオリの憲法上の原理
マオリ統治の精神は 3つの基本的な「憲法上の」原理から導かれている。そのうちふ
たつは， 一見するとワイタンギ条約から導かれているようであるが60),実際にはマオ
リ慣習法からであり，もうひとつは国際法から導かれている。すなわち，タオンガ，
ティノ・ランガティラタンガ，そして民族自決 (self-determination)である。
タオンガ ("taonga") (財宝あるいは貴重なもの）は，ワイタンギ条約第 2条で用い
られている包括的用語で，特定の名称で名指しはされていないが1840年の時点でハプと
イウイにとって重要であると考えられている，マオリの文化や慣行，自然資源などを条
約に包含するために用いられている。その用語は自然的，物理的なものを超えて，マオ
リの世界観が有する不可欠の側面や，そのような世界観から生まれてくる法に関するマ
オリ固有の概念的要素にも広がっている61)。その用語は個々の物 （客体）に言及する
ことも可能であるが，タオンガたらしめる物そのものよりもむしろ，マオリ集団によ っ
てその物に帰属させられている価値なのである。タオンガと考えられるものは，マオリ
によって常に評価されているものの帰結であり，集団が必要とすると考えたものに応じ
て変化することが可能である。「タオンガ」の原理は，マオリの世界にはいかなる統治
システムにおいても承認され，保護されることが求められる貴重な側面が存在するのだ，
という認識にわれわれを導いている。具体的に何が，そしてどのようにして守られるべ
きなのかは，長年のあいだに集団によって決められるべきものである。
ティノ・ランガティラタンガ ("tinorangatiratanga" ; 族長の絶対的権原 (absolute
chieftainship)) は，英語の法律用語としては「主権」 ("sovereign") に相当する。その
用語はマオリ語テキストのワイタンギ条約第 2条で用いられている。その中核的意味は，
伝統的なマオリ社会におけるハプとイウイの指導者たるランガティラ ("rangatira") 
に由来する。"tanga"という接尾辞を加えることによって，「リーダーシップ」もしく
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は「首長」という概念を生みだしつつ，名詞が動詞に返還され，それを実現するために
必要な権威をも含意している。「ティノ」 ("tino"[重要な，非常に］）は強調の意味を
有し，それを付加することで，ランガティラタンガがマオリによって承認された最高権
威をあらわすことを強調している。それは，さまざまな人間の制度のなかで，多くの優
れた表現の可能性を有する概念である。「ティノ・ランガティラタンガ」の原理は，ハ
プとイウイの福祉に関わることがらを自ら統御するマオリの権利を強く主張する。
「民族自決」は国際法から援用された自明の用語で，グローバルなレベルでマオリの
ティノ・ランガティラタンガヘの主張を強化している62)。これはランガティラタンガ
と同様に，人的，制度的の双方においてさまざまに表現される可能性を有した概念であ
る。それはマオリにとってつぎの理由から重要である。すなわち，人権規範として普遍
的に適用することで，グローバル・コミュニティの一員としての彼らの社会的，経済的，
文化的，政治的権利の承認を求めるマオリの主張に対して，国際的支援と説得力を与え
るからである。民族自決はランガティラタンガを包摂することができるので，民族自決
が承認されるならばマオリが望む多くの成果を得ることが可能である。しかしこれらふ
たつの概念は同じものではない。それがいかに控えめに伝えられようとも，「ランガ
ティラタンガ」は偉大さと権威にかかわるものであり，そして世界全体に向かって「わ
れここにあり，……」 ("I'mhere, take me as I am") と宣言 している。一方「民族自決」
はより控えめであり，他と「平等な」人類の一員であることの承認を求めていることを
あらわしている。またランガティラタンガは，圧倒的な力の差はあっても純粋にマオリ
の様式で導き出された権威であると前提され，主張されているのに対して，民族自決は
国際法上の原理として国家承認に依存している63)。ニュージーランド政府が「国連先
住民権利宣言」には反対しているにもかかわらず，ワイタンギ条約下での国内法レベル
での「ティノ・ランガティラタンガ」の主張は，ニュージーランド国内でのハプとイウ
イの独立した統治システムとしての主張を確固としたものにしている。「民族自決」原
理をマオリが援用することで，グローバル・コミュニティにおけるマオリの主張の説得
力が増すとともに，その射程範囲の広さを明確に物語るのである。
ワイタンギ条約は意味があいまいなドキュメントではない64)。そこで用いられてい
る用語は極めて明確である。問題は，異なった意味を有する 2組の用語が存在し，かつ
そのいずれの用語も，同一領域内での異なった主権的権威の存在を明確に規定している
ことである。すなわち英語版のテキストにおいては，最小限の財産保持を保障すること
と引きかえに，英国国王がマオリの人びとと領域に対する自らの主権を承認する。とこ
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ろがマオリ語のテキストにおいては，マオリのハプとイウイが，英国法に従いつつも，
彼ら自身とその領域に対して絶対的権原を保持しているのである。現在では英語版のテ
キストがニュージーランドでは普及している。
ワイタンギ条約体制に関する立法においては，条約がニュージーランドの全統治体制
において，マオリにとって憲法としての地位を有しているものと認めており，さらに，
マオリと政府は常に条約の当事者であることをも認めている。 1840年以前から保持され
てきた絶対的権原からすれば期待はずれであったが，このような条約体制の結果として，
マオリに付与された資源を通してマオリはハプとイウイの精神をよりよく実現すること
ができるだろう 。 ...... 
上記の 3原理を承認することによって，理想的には，マオリとして生き，マオリとし....... 
て彼らの資源を発展させ，そして，マオリとしてのアイデンテイティに影響を与える過
程を自ら統御することが可能なのである。しかしながらこれらの精神の実現は，その他
のマオリ慣習法原理が実践されるか否かに依拠しており，またつぎのような働きを担う
ハプとイウイの完全な統治システムを通じて最もよく実現されるのである。すなわち，
マオリのアイデンテイティを強化し， 言語の活性化を支援し，教育を通じて文化を発展
させ，健全な経済的基盤を提供することで生活の質を向上させる，等々の機能である。
皿ー 3.マオリ慣習法の碁本原理
規範は時とともに変化する故に，文化全体を一連の明確な規範に合致するように修正
することは不可能である。しかしながら，文化が自らを明確にし， 一貰した存在枠組を
提供することは可能である。「マオリであること」を支え，人間の行為がそれによって
評価されうるような諸原理が導き出される独自の思考様式が存在している。これらの原
理から，特定状況においていかに行為すべきなのかを指示する指針として，規範的，指
令的なルールが生み出されるのである。
マオリ慣習法はフアカパパやファノンナタンガ，マナ，タプ，そしてマウリ (Mauri
［生命の原理，生の心髄，その他］）等々の概念と調和している65)。そしてこれらの原
理は，諸個人間の関係をチェックする指針として機能するとともに，集団全体の福祉に
かかわることがらに関してコミュニティにおいて議論し，決定を下す場合の共通の基準
点を提供することを通じてマオリ慣習法の基礎を形成しているのである。過去の歴史に
おいて，ニュージーランド法システムが短期間のあいだに創造されたので，大半の裁判
官がこれらの原理の重要性を理解したり受容したりすることができず， したがってそれ
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らの原理に対してわずかな法的効果しか与えることができなかったのである66)。この
ような欠陥を克服するためだけではなく，本稿の冒頭で提示したマオリ慣習法と立法の
あいだの関係がいかなるものなのかを適切に理解するためには，以下の諸原理，諸概念
に関する説明が不可欠である。
皿ー 4. ファカパパ (Whakapapa)
ファカパパは簡潔な表現形では「家系」("genealogy") や「先祖との結びつき」
("ancestral connections") として言及され，規範的厳格さをもって主張されるマオリ慣
習法の基礎である。出生を通じた子孫という自然的事実は，諸個人を一定領域に確固と
して結びつける最も永続的な過程であり，必ずしも集団的行為への実際的な包摂を意味
するものではないが，集団への所属意識を担保している。ファカパパの結びつきは，時
と共により多くの祖先が「テ・フェヌア」 ("tewhenua": 「大地」）に回帰することに
よって強化され，集団構成員を一体のものとすることでマオリの創造神話における大地
母たるパパトウアヌク (Papatuanuku) に共鳴する。先祖の土地と領域に結びついてい
る「故郷」 ("home") の観念は，自分が死んだときには祖先の領域に葬られることで故
郷に帰りたいと思い， しばしばマオリが表明する願望のなかに明確に表されている。政
治的，法的意味において，故郷に帰るという慣行はマオリのハプとイウイが特定の地域
に対して主張する領域性と，本稿第1I章で論じた領域性から導き出されるハプとイウイ
のアイデンテイティの集団的性格をより強化している67)。
フアカパパはマオリが人間と彼らの周りにいるその他のものとの関係を考える際の考
え方を明らかにするに際して重要である。マオリの思考においてフアカパパは，時間の
経過のなかで新たな条件に対応して変化が生じるプロセスと見ることも可能である。新
たな課題をマオリの文化的パラダイムのなかに統合し，協調するための変化の過程がま
すます進んでいくなかで，そのような課題に応えるためにマオリ社会にと って必要な柔
軟性を提供する。たとえば植民地化は，マオリが適応していかなければならなかった大
きな出来事であった。植民地化による破壊的インパクトヘの抵抗の第 1段階は完了し，
現在は彼ら自身の諸制度を一ーオ直民地化によって提供された最良のものを取りあげ，彼
ら自身の思考パラダイムに適合するように発展させることで＿ 再構築する段階にある。
マオリにとってこれは，新たな事態に適合させるために「編入」 ("Incorporation") に
よってマオリ慣習法を発展させるためには当然のことなのである。
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皿-5. ファノンナタンガ (Whanaungatanga)
ファノンナタンガはフアカパパを基盤とする関係の明確な認識を強化する原理である。
「親族関係にある」という考えは時とともに拡大されている。その古典的事例は，移住
者がアオテアロアにやってきた時にパケハに対抗して自らのアイデンテイティを確定し
たやり方である。このようにして， ヨーロッパを基盤としたものに対してアオテアロア
で最初のポリネシア人たる先祖を基盤にして，「マオリたるもの」 ("Maoriness") とい
う新しいカテゴリーを創り出したのである。このような概念上のシフトは困難なことで
はない。というのは，マオリは常に自らを関係的な用語で規定するからである。それま
でハプとイウイによって自らを規定してきたので，タンガタ・フェヌア (tangata
whenua [「土地の人」＝元々のマオリの住人］）から新参者を区別するために，現存す
る関係に新たな層を追加するというのは些細なシフトにすぎない。ファカパパの基本的
な一体性を維持しつつ，新しい関係的カテゴリーを創造するというマオリが有するこの
ような傾向のさらなる証拠は，都市に住むマオリが現在「都会の」マオリとして自らを
位置づけていることにも見いだすことが出来る。
これらいずれの事例においても，新しい概念上のカテゴリーの創造によって，ニュー
ジーランド国家の統治システムのなかに現行のニュージーランド法の下で提示されてい
るさまざまな機会を利用することで，「マオリの」明確な声が提示されている。
新しい「都会の」アイデンテイティにもとづいて，西オークランドのハキ・ウィホン
ギ (HakiWihongi) とテ・ファナウ・オ・ワイパレイラ・トラスト (TeWhanau o 
Waipareira Trust)が， 1994年 1月につぎのような申し立てを行った。すなわち，地域
的な社会サービスを提供しているマオリコミュニティの組織として，政府はテ・ファナ
ウ・オ・ワイパレイラの特別な地位を認めておらず，また，ワイタンギ条約第 2条に政
府の義務と規定しているマオリとの適切な協議を行わなかった，と68)。ワイタンギ審
判所は，それらは「伝統的なイウイ」とならぶ独自のアイデンテイティを有する新たな
集団であり，またさらにもう 一歩進めて，条約上の保護にも値すると認定することで彼
らの申し立てを認容した： 69) 
ワイタンギ条約は，集団と個人を含めてマオリのすべての人びとのためにハプのランガ
ティラ (rangatira)[族長］によ って署名された。したがって，逆に，条約によ って保護さ
れる利益と自治の権利は伝統的な部族のコミュニティに限定されていない。
独自の都会のアイデンテイティに関するさらなる申し立てが1992年になされた。それ
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は，新設された「マオリ漁業委員会」 (MaoriFisheries Commission)が，漁業体制
(Fisheries Settlement)立法にもとづくマオリの「イウイ」への基金の配当を担う機構
が始動した年である70)。国全体での議論と一連の裁判所での聴聞に従って71¥ 「都会の
マオリ」も金額は少ないが給付を受ける。しかしながらまず第 1に，すべてのマオリが
関わり得る「伝統的なイウイ」に支払いがなされるべきであると決定された。そして
2004年のマオリ漁業法 (MaoriFisheries Act 2004) によって最終的解決が図られ，委員
会によって担われる配分機構が制定法上の裏づけを与えられた。
ファノンナタンガの原理は血縁関係にない者をも集団の共同生活に組み入れることが
できるほどに柔軟な原理である。フアカパパの結びつきを有しない者をも組み入れると
いう慣行は，ハプとイウイの生活に積極的にコミットし，ファナウ（拡大家族）のメン
バーとして認められているマオリ出身ではない配偶者の場合に一般的である。ファノン
ナタンガを適用することで，ファナウの個々のメンバーが既知の関係を有している者に
対して，集団が負っている基本的な責任を強調し，それとは逆にそこに包含される者は
集団のメンバーとして一定の貢献を成すという期待を生みだすのである。しかしながら
このようなタイプの関係はファカパパの明確なもしくは永続的な結びつきを提供しては
いない。
皿ー 6. タプ (Tapu)
マオリが議論や決定の際のガイドラインとして用いる第三の重要な原理はタプ［聖な
るもの，価値のあるもの］である。タプは何が重要で，何が重要でないかを示す。集団
が重要であると考えるものは，集団のメンバーによってしばしば「大いなるタプ」
("highly tapu") と呼ばれている。人びとや物，知識や資源のカテゴリーなどに割り当
てられた，相対的なタプの地位にもとづいてそれらの価値を明確にするシステムは，す
べてのものに対してその程度とはかかわりなくタプを注ぎ込んできたマオリ社会を遡及
的に結びつける72¥
伝統的なマオリ社会においては，集団の福祉にと って不可欠のすべてのものはタプの
制度によってコントロールされている。集団において権威を有するものは，集団のメン
バーによる重要な資源へのアクセスに対して一時的および永続的に制限を課すことがで
きる。マオリ社会のメンバーが，相互の関係と彼らが居住している環境との相互関係を
規律する規範的な行為基準は，タプの知識とタプが伴っている諸規制に依拠していた。
それらの制約に違反することはしばしば死をもって罰せられた73)。
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植民地法の出現によって， 一定の規制を伴った価値システムとしてのタプは，マオリ
社会において行為を規制するものとしての広範な影響力を失った。一定の価値を支持す
るルールや原理に従わない者を処罰する， 一連の独自の規範的価値とシステムを有する
新たな法システムと対抗するなかで，タプは二次的な地位に貶められた。しかしながら，
強制力を欠いているにもかかわらずタプは今日もタオンガのあり様を伝え，マオリの世
界観と結びつき，行動を規制する価値を伝達し続けている74)0 
皿ー 7. マナ (Mana)
第4の重要な原理はマナである。マナは人間関係と人と世界のその他のものとのあい
だにおける力と権威の結合をあらわしている。マオリ社会は 4つの力の源泉を区分して
いる。マナ・ワイルア (wail叩a[精神］）一ーすなわち，すべてのものの根幹である精
神的な源泉から導かれる力；マナ・アトウア (atua[祖先，神，悪魔，超自然的存在，
神性……］） ーマオリによって知られている神々 (gods)から導かれる力；マナ・タン
ガタ (tangata[人間］）一ー すなわち，人間から導かれる力，そして最後に，マナ・
フェヌア (Whenua[土地］） ＿ すなわち，ふたつの側面を有する力で，第一に土地
との自然の結びつきによる力と，第二に一ー大地母であるが故に土地に本質的に備わる
力を指示するものとして一―—神々と人間が命を獲得する祖先との結びつきによる力であ
る75)。
このような力と権威がマオリの指導力を生みだした。それは，ランガティラ
("rangatira ")すなわち，上位のフアカパパの生れであるか，集団にとって重要な活動
領域において能力を発揮したことによって，他のメンバーのマナよりも大きなマナを有
すると考えられたリーダーたちを中心に生み出されている。これらの能力には，植物の
栽培や資源の利用，福祉，精神的なことがらや人びとの取り扱い，等々を含んでい
る76)。集団の幸福を促進するために諸個人の能力を利用することは，リーダー以外の
メンバーにマナ（その地位）を配分することによってなされるということが認められて
いる。
マオリは現在カイティアキタンガ (Kaitiakitanga[貴重なものを保護するための倫
理］）ということばを用いている。そのことばはフアカパパとファナンガタンガとの関
係において，自然資源と人間との相互関係がいかに運営されていくべきかを示すために，
マナとハプを制度的枠組み77)のなかに結びつけるためのモデルに言及するために用い
られている。自然資源の管理にそれを適用することでより大きな存在と一体化したもの
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として人間を位置づけ，そのような存在の人間以外の部分に対して一ーわれわれも関係
しているが故に一一負っている責務を明確にするのである78)。ハプとイウイにおいて
はこのような集団的責務は，常に変化している世界において何が世界を一体化したもの
としているのかについての，マオリの重要な理解の仕方を確固として維持することを通
して，集団的生存の可能性を最大化することを目的としている。
皿ー 8.マオリ慣習の制定法上の保護
マオリと政府の関係はアイロニーに満ちている。そのひとつは，マオリ慣習法の消滅
と独立したシステムとしての生存の双方が，立法を通じて政府によって推し進められて
いることである。そしてもうひとつは，政府自らが，マオリに対して行った不当な行為
に対して責任追及を可能とする，自らを罰するような機構を創り出していることである。
そしてもうひとつは，以上のふたつの状況にもかかわらず，政府はマオリを統治してい
ると見ている。
マオリ慣習の保護において大きなインパクトを与えてきた 4本の法律がある。第 1は
1975年のワイタンギ条約法である。その法律によって，ワイタンギ条約に規定された原
理の違反を根拠として政府に対してなされたマオリの苦情 (grievances) を，ワイタン
ギ審判所が聴聞する権限を規定している。たとえば，「マオリ語請求」 (TeReo Maori 
claim) における審判において，審判所はマオリ語がタオンガ・トウク・イホ (tanong
tuku iho) (世代を超えて所持されている貴重なもの）であるとするさまざまな申し立
てを聴聞した。ナープヒ・ランガティラ (Ngapuhirangatira: ナープヒの族長）たる
サー ・ジェームズ・ヘナレ (SirJames Henare)の陳述の趣旨，すなわち， "kote reo te 
mauガote mana Maori" (「マオリ語はマオリの権威の生命力である」） 79)が，言語を失
いつつあることの重大なる帰結と， したがって早急に対応することが必要であることを
審判において明確にした。審判所の勧告は，マオリのことば (teReo) を保護する法律
を制定することが必要であるとの要求の後押しをした。1987年のマオリ語法， 1990年の
修正教育法， 2003年のマオリテレビ供給法は，「マオリ語請求」 (TeReo Claim)後に
なされたマオリ語回復を支援する 3つの重要な立法的介入である。
それまでニュージーランドの公的諸制度においてかなりに否定的に扱われてきたマオ
リ語の現状を踏まえて，マオリ語法はマオリ語を英語とならんでニュージーランドの公
用語とした。そしてさらにその法律によって，「テ・タウラ・ウィリ・イ・テ・レオ」
(Te Taura Whiri i teReo (マオリ語委員会 (MaoriLanguage Commission))が設立さ
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れた。その委員会は，マオリ語の発展とマオリコミュニティ内におけるマオリ語の用い
られ方に関して監督することを任務としている。
1989年の教育法は1990年法によって修正されて，「ワイタンギ条約の諸原理を周知さ
せるための」教育以上の制度を設けることを規定する， 181条(b)項が追加された。さら
に155条も追加され，その条文にもとづいて文部大臣が官報告示によって，「クラ・カウ
パパ・マオリ」（「マオリの原理の学校」 KuraKaupapa Maori) として国立の学校とし
て指定する権限を付与した。さらに後には，上記の155条を修正して， 1999年修正教育
(Te Aho Matua)法を制定し，クラ・カウパパ・マオリが「テ・アホ・マトウア」の原
理 (TeAho Matua) に依拠することが必要であると規定した。修正法は，テ・ルナン
ガヌイ・オ・ナ ・クラ・カウパパ・マオリ (TeRunanganu1 o nga Kura Kaupapa 
Moari) を，テ・アホ・マトウアの内容を確定し，またマオリの利益を損なうような方
向に修正されないことを確固としたものとするためのカイティアキ（保護者）と規定し
ている。テ・アホ・マトウアは 6つの要素から成り立っている。すなわち，「テ・イ
ラ・タンガタ」 (TeIra Tangata (人間の本質））；「テ・レオ」 (TeReo (ことば））；
ナー・イウイ (Ngalwi (人びと））；「テ・アオ」 (TeAo(世界））；「アフアタンガ・ア
コ」 (AhuatangaAko (学ぶための環境），そして「ナー・ティノ・ウアラタンガ」
(Nga Tino Uaratanga (本質的価値））である。さらにまた，マオリ教育の強化のため
にマオリの第 3の制度たるワナンガ (Wananga[会議，セミナー］）が設けられた。そ
れは， 1988年の「国家活動領域法」 (StateSector Act) と2004年の「政府機関法」
(Crown Entities Act) において，℃rown entities"すなわち政府の第三の機関として分
類されている。ワナンガには1989年の教育法第181条(b)も適用される。コハンガ・レオ，
クラ・カウパパ，およびワナンガ全体に関わる統治機構等々に付与されたこれらの制定
法上の保護が相まって，マオリ慣習がマオリの伝統的原理や慣行に依拠した教育を強化
することを可能としているのである。
マオリ語とマオリ文化の促進を目的としたマオリテレビ放送もまた，テレビメディア
を用いてマオリ番組を見る視聴者へのマオリ語浸透を促している80)。ただし現在のと
ころ，マオリチャンネルがマオリ語の能力や文化の維持にどの程度有効であるのかを示
すデータは存在しない。
il -9. 本章・小括
マオリ社会は世代を超えて保持されてきている上述の伝統的原理に従って自らを組織
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し続けている。それらの原理はマオリの集団的行為を統制し，世代を超えたハプとイウ
イの展望の基礎となっている。
教育制度のなかでのマオリ文化とマオリ語の維持と永続化は，英語を基礎とする制度
的な学習とならんで， またマオリテレビの設立を通して，制定法上の保護が与えられて
いる。これらの制定法上の保護のなかでマオリ慣習法は機能し， またマオリ社会が重要
であると考える知識や価値，行動などの世代を超えた伝達方法が確定されるのである。
現代的なハプとイウイの統治システムは現在でも未熟な状態にある。これらの諸制度
の正統性は， 一貰したハプとイウイとしてのマオリの存続と結びついている。独立した
現代的な存在にとって必要なそれらの権威は， マオリのコミュニティ自身やワイタンギ
条約， そして国際法から導かれている。その運命全体を保持しているのがマオリ慣習法
の原理に他ならないのである。
IV. 論より証拠—ハプとイウイの統治は人びとのニーズを満たすことができるか？
本章では， ふたつの大規模なイウイたるワイカトータイヌイ (Wai如to-Tainui)
?
ナーイ・タフ (NgaiTahu) におけるワイタンギ条約体制を検討し，
自ら生み出してきた統治の枠組について検討する。「条約への苦情という歴史的事実」
それらのイウイが
("h" . 1stoncal Treaty grievances") の広い枠組のなかに覆い隠されているが， その体制の
下で制定された法律は，慣習法原理を一体として機能するための統治体制を展開するこ
とを可能とする枠組と経済的基盤を提供している。大雑把にではあるが本章では， ワイ
カト ータイヌイとナーイ・タフが一ーワイタンギ条約の下で政府とのパートナーシップ
の関係にあると公に承認された一ーニュージーランド統治における憲法的枠組の一部で
あることを示す明確なる証拠を提示する。すべてのマオリ集団の進むべき道としていず
れかのモデルを本章において推奨することはないが， 上記のふたつの事例は， マオリの
ハプとイウイが一ーマオリのアイデンテイティを維持するのみならず，....... 
テイティを強化する方向で一ー自らをうまく統治することができるということを示す証
そのアイデン
拠でもある。
ふたつの異なった法的パラダイムでの慟き
イギリスを基盤とする法律の法源は主権者である。少なくとも1701年と同年制定され
た王位継承法 (Actof Settlement)成立以来，名目上イギリスの主権者は議会を通して
語り， 立法において彼／彼女の変転する意思を表明してきた81)。それとは対照的にマ
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オリの慣習法の法源は人びとである。記憶にない時代以来マオリの人びとは，コミュニ
ティの討論の場で彼らの意思を表明し，権限を委任した指導者を通して意見をのべてき
た。マオリが自律的にマオリとして発展し，自己の統治過程をコントロールするための
近代的な制度的枠組が発展するに連れて，マオリの指導者たちはそれらふたつの異なっ
た法源に目を向け，双方の要求を満たさなければならなかった。マオリの指導者にとっ
て，ニュージーランドの中央政府が制定した法律によって承認された，ハプとイウイと
しての彼らの地位を保持するということは一ー1840年のワイタンギ条約のなかに盛り込
まれた「絶対性」 ("absoluteness") という基準には達してはいないとしても一ーマナと
族長の権限の承認と見られている82)。ニュージーランド政府の視点からすれば，ハプ
とイウイに基金とその他の資源を移譲することは，条約への苦情という従来からの歴史
的事実の解決のためのひとつのプロセスである。そしてその結果，ニュージーランド社
会が， 1840年にホブソン提督 (LtGovernor Hobson) によって表明された「統一され
た人民」 ("onepeople") という精神を維持していくということがその望むところで
あった。マオリとそれ以外の人びとのあいだで異なった目標を維持しているにもかかわ
らず，全般的な社会的ニーズを満たすために必要な予算を獲得し，マオリ社会を21世紀
の新たな社会へと導いていくことを可能とする経済的基盤の構築の機会をマオリは獲得
している。したがって，マオリの注釈家たちは「条約体制過程」 (TreatySettolement 
Process) を声高に批判しているが83),現代的な生活を追及するために必要なハプとイ
ウイの新たな統治制度を構築してきているのである。
N-1. ワイカトータイヌイ
N-1-1. ワイカトータイヌイの立法上の枠組—タイヌイ条約体制
N -1 -1 -1. 1995年「ワイカト接収請求体制法」
1995年の「ワイカト接収請求体制法」 (WaikatoRau pa tu Claims Settlement Act 1995) 
は，ワイカトの指導者とニュージーランド政府役人との交渉を経て制定された法律であ
る。この法律はワイカトータイヌイを代表するマオリ女王 (MaoriQueen) たるダム・
エ・テ・アタイランギカーフ (Dame Te Atairnngikaahu) と，英国女王を代表して
ニュージーランド首相のジェイムズ ・ボルジャー (JamesBolger) とのあいだで1995年
5月22日に締結された， 42頁にわたる「条約体制証書」 (Deedof Settlement) にもとづ
いて制定された。この法律は証書の多くの内容を反映しているだけではなく，その制定
過程がふたりの国家元首のあいだでの合意― その主たる事項は国内法に盛り込まれて
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いる一ーと類似している点においても斬新なものであった。
この法律の前書はマオリ語と英語の両言語で書かれており， 1995年の本法制定に至る
マオリからの苦情とさまざまなできごとが詳細にのべられている。それはつぎのような
ことがらを記録している。すなわち， 1885年にプータトゥ・テ・フェロフェロ (Pootatu
Te Wherowhero)が植民者によるさらなる侵略に直面して，「イウイを統一 し，彼らの
ランガティラタンガ（自律 (rangatiratanga)) と経済的，文化的統一を保持するため
に」マオリ王として選ばれた84)。族長たちは王に「土地に対する究極の権限」と「構
成員の福祉のための究極の責任」与え，そのことによって彼らのコミュニティをキーン
ギタンガ (Kiingitanga: マオリ王国）と結びつけ，彼らの土地へのさらなる侵略に抵
抗することを誓約した85)。当時のニュージーランド政府はキーンギタンガを英国の女
王主権に対する挑戦で，政府の土地買収政策への妨害と捉え，キーンギタンガとは公式
の関係を結ばなかった86)。その結果， 1863年に政府はワイカトを「不正に侵略し」，マ
オリの敵意を惹起させ，彼らの土地を守らざるを得ないようにした87)。そして1863年
の「ニュージーランド植民地法」 (NewZealand Settlement Act)が成立した。つぎの
ようにのべている88)。
……政府はタイヌイ・イウイの人びとを処罰し，キーンギタンガの保護の下で彼らに委ね
られていた統治権を獲得するために，タイヌイ・イウイから約120万エーカーの土地を不正
に接収した。
そしてこのことの破壊的な帰結は89): 
……広範なる苦しみ，悲嘆，喪失感などがワイカト・イウイに生じた……マオリに対する
戦争の結果として，生命の損失，タオンガや財産の破壊，土地没収，そして接収（ラウパ
トゥ (Raupatu))の影響は世代を超えて継続した。
1928年に王立委員会（シム (Sim) コミッション）は賠償勧告を行い，「土地を接収
されたワイカト地区のマオリ部族のメンバーの利益のために」 一定の年額を支払うため
に，「タイヌイ・マオリ・トラスト局」 (TainuiMaori Trust Board)が設立された90)0 
前書にはワイカト請求を支持するふたつの「公式の」言明を含んでいる。第 1は「マ
ヌカウ請求」 (ManukauClaim) に対する1985年のワイタンギ審判所報告からの一文で
ある91¥
ジョン・ゴルスト卿 (SirJohn Gorst)の1864年当時の記録や，その記録から60年後の王
立委員会の報告書，さらにその事件からほぼ 1世紀後の歴史的な探求といったこれらすべて
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の歴史的資料から，ワイカトのタイヌイの人びとは反逆していないにもかかわらず，ワイタ
ンギ条約第2条違反の故にイギリス軍によ って攻撃されたと明確に言うことができる。
第 2は， RTMahuta and the Tainui Maori trust Board v Attoroney General [1989] 2 
NZLR 513事件への高等裁判所判決から引用されたもので，そこではシム委員会は処理
を誤ったとのべている92): 
……土地没収がタイヌイの福祉や経済，発展の可能性などに与えた壊滅的影響」，そして
「条約が履行されるべきであるとすれば，さらなる現実的で建設的ななにがしかの賠償が必
要であることは明らかである。」
政府との協定に従えば93), 条約体制証書は，政府がワイカトに対しては「土地の交
換」 ("landfor land")の原則の重要性を了承したうえで合意されたものであり，そして
さらに「接収請求」を認容してワイカトヘの十分にして最終的賠償をなすことに合意し
たのである94)。証書にもとづいてワイカトに譲渡された土地は，ワイカトによって設
立されトラスの形態で集団的に保有されるべきもので，その土地は「プータトゥ・テ・
フェロフェロ」という名称によって登録される95)。
その名称は，族長たちが「プータト ゥ・ テ・フェロフ ェロ」に対して行った宣誓の重要性
をあらわすとともに，キーンギタンガを支持し続ける人びとによ ってなされた一ーカウェナ
タ (kawenata:協定）において表明されているように一一誓約の再確認の重要性をもあらわ
している。
証書にもとづいてなされた賠償はキーンギタンガという名の下でワイカト全体の利益
のためのものである96)0 
前文の最終節は政府が承認したことの表明である。すなわち，ワイタンギ体制
は97): 
ワイタンギ条約もしくはそのいかなる条文，あるいはワイタンギ条約の下での政府とワイ
カトとのあいだの現在の関係を毀損したり影響を及ぼすものではなく，あるいはまたランガ
ティラタンガの権利をも含めていかなる権利をも毀損するものではない。
それと引きかえにワイカトはその体制を「公正で最終的で永続的なもの」と認めてい
る。
この法律の第 1篇では，体制証書においてなされたワイカトータイヌイヘの政府の行
為に対する謝罪が繰りかえされている。そして第 2編においては体制の内容に関する規
定が設けられている。
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第 1篇第 6章はワイカト請求の正統性を承認しつつ前文の一部を繰りかえし規定して
いる。
政府の代理人と助 言 者が不正行為を行い， 1863年 7月にマナガターフィリ
(Managataawhiri)を超えて軍隊を派遣し，キーンキタンガとワイカトの処遇においてワイ
タンギ条約に違反し，ワイカトが反乱を起こしたと不当に決めつけたことを政府は認める。
第6章 (1)
ニュージーランド議会における1863年のニュージーランド植民地法によるマオリの土地と
資源の接収は違法であり，喪失した土地との関係でいわば孤児の感情にも類する苦痛を現在
に至るまでワイカトに対して引き起こさせ，福祉や経済，発展などに対して壊滅的影響を及
ぼしてきていることを政府は認める。第6章 (3)
したがって，政府はすべてのニュージーランド人のために，現時点で可能な限り，また条
約体制証書で提示されたことがらに関して，接取への苦情の最終的解決策を実施することで，
政府が認めたこれらの不正に対する罪滅ぽしを行い，……彼らへの癒しのプロセスを開始し，
キーンキタンガとワイカトとの新たな協同の時代に入ることを政府は求めている。（第 6章
(6)) 
不当な行為であったことを政府が認めることは，ワイカトータイヌイと政府との新た
なそして建設的な政治的関係を確立するための極めて重要な一部を成している。という
のは，ワイカトの人びとは接収によって被ったトラウマに苦しんできたにもかかわらず，
その不正義の存在自体が長年にわたって否定されてきたからである。したがって，この
ような事態を終焉させるためには，劇的で積極的かつ永続的な政府による承認が必要で
あった。そして謝罪がその最初の第 1歩であった。そしてそれにつぐ政府の行為として
は，「国王の栄誉」 ("thehonour of the Crown") と「誠実」 ("goodfaith")がはたして
信頼に値する憲法原理なのか，あるいはから文旬にすぎないのではないかということを
示すことである。
この法律の第二編は条約体制に関して規定している。その規定は条約体制証書におい
てワイカトによって提示され，また第 6条 (4) において， "i riro whenua atu, me hoki 
whenua mai" (土地が取り上げられたので，その土地は返還されなければならない）と
して盛り込まれた慣習法原理を含んでいる。マオリが彼らの土地を—本稿の第m章に
おいて論じたように—祖先の価値観を体現し，自らのアイデンテイティの源として把
握しているその方法は，立法のなかにこの原理が包含されていることを物語っている。
この法律の第二編の主たる目的は，ワイカトータイヌイに対して確固たる拠り所を再度
獲得するための基金を提供すること98¥以前に賠償金を得るために設立された政府指
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定の組織たるタイヌイ・マオリ・トラストを廃止して99), それに代えて他の組織を設
立すること 100), そしてさらに現行法の他の枠組が体制の条件を侵害しないことを確た
るものにすること，等々である 101)0 
N -1 -1 -2. 憲法上の出発点としてのワイタンギ条約の承認
過去の行為に対する政府の謝罪には，ワイタンギ条約における合意内容がなお有効で
あるということの了承が含まれている。そしてそれは，マオリ原文の条約第2条に含ま
れている「ランガティラタンガ」を認めることを意味している。ただし，主権者として
のランクにおいて英国女王がマオリ女王より上位であることを強調するために，接頭辞
から「ティノ」 ("tino"(最高の））という用語が欠落していることは明白である 102)。し
かし，前文のB節と C節でのべられている，マオリの人びとの代表たるプータトゥ・
テ・フェロフェロが1858年において有していた精神にまでさかのぼるならば，マオリの
人びとのあいだでの了解事項に関する広範な要因がより明確になる。その解釈のひとつ
はつぎのとおりである。「ワイカト請求地域」 ("WaikatoClaim Area") として第 7条で
特定されているキーンギタンガ地域内での意思決定の「究極の」権限と，人びとの福祉
ー一集団の経済的発展を推し進め，文化的一体化を保持し，推し進めること一ーヘの
「究極の」責任は，その地域のキーンギタンガと結びついている，というものである。
したがって，ワイカトータイヌイの「最高の」族長の権限は現在でも存続し，マオリ慣
習法の見地からすると一方的には消滅させることはできないという確信が，制定法は存
在しないにもかかわらず彼ら自身の領域においては存続しているのである。
条約上の関係が存続していることを認めてはいるが， より根本的なつぎの所作は回避
している。すなわち，ワイカトータイヌイと政府のあいだ， もしくはマオリの人びとを
代表するキーンギタンガと政府とのあいだに，元首としてのフォーマルな憲法上の二元
的関係が存在することを言明するという所作である。しかし，正義に反する行為を過去
に行ったことを認めるに際しておそらくは無意識のうちに，政府は1863年に根絶させよ
うとしたまさにそのような統治構造を再度奨励し，また議会設立のための基金をも提供
したのである。ニュージーランド全土からハプとイウイの指導者がマオリ女王を選出す
るために2006年に集合した時に，マオリの統一のシンボルとしてのキーンギタンガの存
在が力強く再確認された。条約体制過程の結果として，統一的な統治構造を選択するマ
オリのハプ間において，その後にフォーマルな同盟が生まれてくるということは極めて
あり得ることである。このようなことが起きる時期とその同盟の成功のあり方は，個々
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のハプとイウイがいかに巧みにその構成員たちの声を反映しうる代表制の統治構造を作
り上げうるかにかかっている。ワイカトータイヌイはそのような偉業をはじめて行おう
としている集団なのである。
証書の下でワイカト ータイヌイは経済的基盤を確立し，接収された土地を買い戻すた
めの資金として 1億 7千万ドルを受け取った。しかしながら，集団にそれらの財産が移
譲される前に，人びとの声を代表し，透明かつ説明責任を有する集団によって受け入れ
られうる統治体が設立されなければならなかった103)。そこでワイカトータイヌイは，
キーンギタンガとならんで開かれる議会を設立し，それが人びとに対して1858年以来果
たしていたのと同じ役割を担わせた。
W-1 -2. 新たなワイカトータイヌイの統治構造
以下においては，新たなワイカトータイヌイの統治体の構造に関して，その理念，構
成員資格，政治構造および構成員のために提起された社会的，経済的展開，等々の視点
から検討する。
W-1-2-1. ワイカトータイヌイを動かしている碁本的価値
ワイカトータイヌイの将来を見通させている基本的価値は，ファカパパを承認し，
ファノンナタンガ強化し，人びとのマナを維持するマオリの慣習と慣行から導き出され
ている。それらの諸価値は，ワイカトータイヌイの植民地後 (post-settlement)の統治
体の執行部 (theExecutive) によって提示されたビジョンにおいて支持されている。
2050年における世代一「フ アカトゥプランガ・タイヌイ 2050」("Whakatupuranga
Tainui 2050" [ Whakatupurangaは世代 (generation)]-―は，われわれがめざす戦略的方
向の基礎を支えている。変化する地球環境のなかで，彼らが暮らす世界は現在のわれわれの
環境とはきわめて異なっているだろう。したがって，われわれの前進のためのアプローチは，
変革を行いつつ飛躍することに焦点を当てている。将来世代に対して彼ら自身の将来を創造
する能力を準備するためにはつぎの 3つの重要な要素が存在する：
l. 部族としてのアイデンテイティと文化的統合を支えるプライドとコミットメント
2. すぐれた教育を行う熱意
3. 社会 経ー済的自立に向けた自己決定
第 1の要素は，部族の歴史，マータウランガ (maatauranga[知識］），テイカンガそして
レオなどの重要性を認識している。アイデンテイティと文化的一体性という確固たる感覚を
持って，われわれの将来世代はマオリとしての生き方に誇りと自信を持つであろう。
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すぐれた教育は生のあり方におけるさまざまな機会や選択肢を生みだす。したがって，第
2の要素に焦点を合わせることは，部族のすべての世代の構成員のあいだで教育や訓練に向
けたあらゆる努力がうまくいくように，熱意をもって取り組むことを意味する。そしてこの
ことは，諸個人の成長を可能とするだけではなく，各々の構成員の能力を向上させることに
貢献し，そしてそのような成長や能力をマオリのマラエやハプとイウイ全体のために活用す
る機会を提供する。
部族の財産を発展させ，増大させる能力を有する自律的な人びとを育成することが第 3の
要素の中心である。これはわれわれが国王ターフィオ (KiingiTaawhio)から引き継いだ由
緒あるビジョン，すなわち， "Maakuanoo e hangi I tooku nei whare"つまり「われわれ自身
の家を造る」こととも合致し，また， "Kiatupu, kia hua, kia puaawai"つまり「成長し，豊
かになり，持続する」ことを含んでいる。
Te Arataura -Te Kauhanganui o Waikato Inc. -2007 104) 
「変革」と「飛躍」を掲げるにあたって，このビジョンが人びとの長期にわたるニー
ズを満たすのに十分持続可能な，世代間にまたがるプランたることを執行部は念頭に置
いていた。過去，現在，そして未来の自己の姿についての認識と記憶ー一そして，自ら
のアイデンテイティを支えている文化的諸側面を保持すること，これらはハプとイウイ
の将来の集団的存続にとって非常に重要である。教育を媒介としてことばとテイカンガ
（すなわち，慣習的ルールと慣行）を永続させることは，集団のアイデンテイティを維
持することにとって決定的に重要である。教育への大きな期待はマオリに関わることに
限らない。それは，「マラエ，ハプとイウイの集団の利益」となりうる，「ずべての教育，
訓練に向けた努力」を含んでいる。したがってそれは，すべての主たる基準点
(reference point) はワイカトータイヌイであるということを補強する。
自己決定を社会，経済的な独立に結びつけることは，ハプが独自の決定を行う能力を
促進することのみならず，その能力の自由な行使が可能であることの必然性を強調する
ことになる。国王ターフィオのことばを参照することは，英国政府を含む外部の者から
の不当な干渉—かりに彼らがマオリの成功を恐れはじめたときにも一―—なしに，この
ことが遂行されねばならないことを想起させるのである。
N -1 -2-2. ハプとイウイのメンバーシップ
ワイカト接収請求体制法第 7条は「ワイカト」を広義でつぎのように定義している：
タイヌイ・ワカ (TainuiWaka [waka=カヌー］）のワイカトの子孫で， 1863年のニュー
ジーランド植民地法によりニュージーランド政府による土地接収により被害を被ったか影響
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を受けた（リストに掲げられた 33のハプ）のメンバー
フアカパパとそのルールおよび諸価値が，この法律によって提示された諸利益を享受
するか否かの基準を定めている。現在のハプの機構に即したこの基準の充足に関して，
ワイカトータイヌイは受益者に関するふたつのリストを作成している。第 1のリストは，
受益者としてのマラエの登録簿である。すなわち，接収請求における条約体制証書の承
認に署名したマラエは自動的に受益者に含まれた。それに対して，署名はしていないが
接取請求の域内にあるマラエは登録を願い出ることができる。加入を望むマラエを加入
させるか否かに関する決定は受益者としての地位を有するマラエによ って多数決で決定
される。第2のリストはつぎの条件を提示することができる個人受益者の登録簿である。
すなわち， (a)フアカパパにおいてリストに掲げられた 33のハプのひとつの成員である
こと； (b)受益者としてのマラエに属していること，そして (c)その生年月日を証する
こと，である。受益者リストに掲載されている18歳以上のすべての人は条約体制に関係
する重要問題に関して投票権を有している。現在， 4万9千人以上がワイカトータイヌ
イの構成員として登録されている 105)0 
条約体制からの給付は諸個人に対して匝接にか，あるいはマラエ構成員へのサービス
の提供のためにマラエに配分される。給付を受ける個人は，ハプヘのファカパパが条約
体制に名指しされている者に限られるが，他方でマラエを通じてのサービス提供を介し
て給付を受ける者は，パケハやイウイの構成員と結婚した者やマラエにしばしば通って
いる者などをも含むことがある。このようにして，ファノンナタンガの原則を物語る，
広くその対象者を含むということは，ファカパパの条件の厳格適用を修正するために実
践的に適用されている。
N -1 -2-3. 新たな政治的な統治機構
タイヌイの統治機構は現在のところ ア・カウハンガヌイ (TeKauhanganui) , すな
わち地域のマラエの代表と執行部からなるイウイの議会に依拠して行われている。
議会機構のためにワイカトータイヌイによって採用された法的メカニズムは，「テ・
カウハンガヌイ・オ・ワイカト法人」 (TeKauhanganui o Waikato Incorporateめとい
う法人団体である。それはその条約体制の現在の受益者である 66のマラエのための法
律上の包括的組織である。各々のマラエは 3名の代表を選挙によって選ぶ。そして彼ら
はさらに，マオリ王の代理人も加えた11名からなる執行部を選挙によって選出する。執
行部の任務は，上で紹介したビジョンに従ってワイカトータイヌイのさまざまなハプの
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集団的利益を保障し，発展させ，統一することである。
条約体制の資産は，「ワイカト接取信託会社」 (WaikatoRaupatu Trustee Company) 
ー一その株式はテ・カウハンガヌイの12名の執行部メンバーが保有している一ーによっ
て保有されている。第 2の会社たる「タイヌイグループホールデイングズ会社」
(Tainui Group Holdings Limited) は，利益獲得のためにその資産を運用する。第3の
運用機関たる「ワイカト接取土地信託」 (WaikatoRaupatu Lands Trust) -—その株式
保有者もテ・カウハンガヌイの執行部メンバーである一ーが，資産から得た利益を毎年
社会発展のために地域のマラエと個人受益者に配分する。
新しい統治機構が設立されて 5年もたたないうちに，キーンギタンガとテ・カウハン
ガヌイの統治を担う者のあいだで争いが生じた。テ・カウハンガヌイの 5名の執行部メ
ンバーが財政運営をめぐる長期にわたる争いの後に辞職したが，その結果，統治に適し
た構成員が不足したために統治機構の定員を満たすことができなかった。地域のマラエ
- 1858年以来，ワイカト ータイヌイのマナとカイティアキタンガを象徴するという役
割において，キーンギタンガと強い同盟関係を維持している一ーは，キーンギタンガの
ために，新たな執行部メンバーの選挙までの期間，指名により選出された統治担当者に
よる評議会を設置することを決定した。この件は2000年に，ハモンド裁判官の下で高等
裁判所で審理された。そして裁判所は，法人団体がキーンギタンガの社会的／政治的制
度に対する統治を支持する，公認の法的メカニズムであることを確認した106)。このこ
とは，ワイカトータイヌイの政治に対する外部からの干渉であり，キーンギタンガのマ
ナに害を及ぽすものと見られるかもしれない。しかしそれはまた，イウイにかかわるこ
とがらへの精神的な保護者であり助言者としてのキーンギタンガと，主権レベルにおい
てイウイの政治に積極的に参加するものとしてのキーンギタンガを明確に分離するとと
もに，かつてはそれらふたつが交錯していたということを明確に示した。それぞれの役
割を明確にすることで，ふたつの統治体はそれ以来共通の目的に向かって各々の役割を
担ってきている。
N -1 -2-4. 社会的目的の設定と達成
ワイカト接取土地信託会社は，条約体制の受益者のために獲得した利益を，個々人に
奨学金の形でか， もしくはマラエ成員への慈善目的達成のためにマラエを通してかの，
いずれかの方法で配分している。マラエの委員会は基金をつぎのような目的のために用
いることができる。すなわち，教育上の諸目的，教育施設，奨学金，レオ（ことば）に
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関わる文化的目的，ワイカトタンガ (Waikatotannga(ワイカトとはいかなるものなの
かについての学習），芸術・工芸，社会・経済的福祉，職業訓練，コハンガ・レオ，教
会，マラエの維持・改修，農業，観光業，職の創出，カウマトウア (Kaumatua(高齢
者））・貧者・身体障害者の救済，健康・スポーツ，コミュニケーション，ラジオ，テレ
ビ，グラフィックデザイン，等々である 107)0 
1995年以来，教育とマラエのインフラ強化がワイカトータイヌイ・イウイにおいて優
先されてきている。条約体制直後から，訓練プログラムを作成することと，マラエのス
タッフがマラエの構成員へのサービス提供をうまく行うことができるように技能を向上
させることに取り組みはじめた。このことを早急に達成するために，会計担当者の任
務・責任，戦略的プラン，予算準備，実施状況の監視，内部統制，財務報告の準備と銀
行ローンの申請，等々に焦点が当てられている 108)。2007年には，マラエの維持とス
タッフの教育，サービス提供のために，マラエの基金に400万ドルが支払われた。また
170万ドルが，第 3の教育を受ける個人への教育給付に支払われた109)0 
W-1 -2-5. 商業的，経済的基盤の確立と維持
ワイカト接取土地信託会社は条約体制のすべての資産を保持しており，その資産は土
地，漁獲割り当て，観光業および運用基金などを含んでいる。それは，投資と資産運用
のために1998年に設立された会社たるタイヌイグループホールデイングズ会社の単独株
式保有者である。
1995年から2000年の間にワイカトータイヌイが行ったいくつかの投資が失敗し，数百
万ドルの赤字を出した。 しかし過去 4年間では安定しており，投資においてかなりの利
益を出している。その結果，タイヌイグループホールデイングズ会社は2004年にllOO万
ドル， 2005年に1600万ドル， 2006年に1800万ドル， 2007年には6400万ドルの運用益を上
げている 10)。イウイの全資産は2004年の 2億900万ドルから2005年の 2億8600万ドル，
2006年に 3億7500万ドル，そして2007年には 4億6800万ドル超へとその利益は着実に増
加してきている 11)0 
タイヌイグループホールデイングズ会社が強力に経済活動を推し進めているので，ハ
プとイウイの受益者への配当のために，より多くの配当金をワイカト接取土地信託に支
払うことが可能である。
その目的を達成するにおいてタイヌイグループホールディングズ会社は，主たる手続
き上の価値をキーンギタンガの統一的原理として設定している。それは：フアカイティ
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(whakaiti (謙遜））；ファカポノ (Whakapono(信頼と誠実））；ァロハ (Aroha(愛と
尊敬））；ランギマリエ (rangimarie(平和と静寂））；マナーキタンガ (Manaakitanga
（思いやり））；コハヒタンガ (kotahitanga(統一）），そしてマヒタンガ (Mahitanga
（協同）） ―-それらは人びとが「成長し，豊かになり，持続する」ための原理であ
る112)。それはまた，立法において設定された良き統治の技術と条件を要求し，現在の
市場において競争力を保持するための賢明なるビジネス上の実践を求めている。
ワイカトータイヌイは，自らの領域に暮らすマオリを含めて，政府がニュージーラン
ドのすべての人びとに負っている責任を負うものではないと，強く主張している。しか
しながらカウハンガヌイの下で確立された統治機構は，ワイカトータイヌイが特別な目
的を達成し，その構成員たちが将来にわたって自らを維持するために必要な知識を，世
代を超えて伝えていくことを確固としたものにすることを可能としているのである。ワ
イカトータイヌイの統治の有効性は，本章の冒頭で提示したテ・カウハンガヌイの執行
部によって提起された2025年ビジョンに対する先述の議論と，先に本稿で提示した基本
的原理に対する議論を吟味することによって評価されることができる。全体としてワイ
カトータイヌイのハプとイウイは， 1995年以前よりも文化的にも政治的にも，また社会
的，経済的にもはるかに強力な地位にあるといえる。
N-2. ナーイ・タフ体制
ワイカトータイヌイと同様にナーイ・タフ体制 (NgaiTahu settlement)は，植民地
初期にナーイ・タフから土地や経済的基盤を収奪した行為に対する政府への苦情を背景
として，政府との交渉を経て設立された13)。その請求はニュージーランドの南島の土
地の約 3分の 2にわたるもので，いくつかのハプはナーイ・タフの傘下に組み入れられ
ている。ナーイ・タフの請求は相互に関連するふたつの立法によって解決が図られた。
N -2-1. 1996年のテ・ルナンガ・オ・ナーイ・タフ法
1996年にテ・ルナンガ・オ・ナーイ・タフ法 (TeRunanga o Ngai Tahu Act)が制定
された。その法律において，ナーイ・タフ・ファヌイ (Whanui)のイウイの成員資格
を， 1997年に出されたワイタンギ審判所報告書に従って，ナーイ・タフ請求における受
益者であること，と定義した。その法律は，政府とナーイ・タフとのそれ以後のすべて
の交渉において，テ・ルナンガ・オ・ナーイ・タフがイウイの正式の代表であることを
承認した。イウイの成員資格と統治構造については本章の後半において論じる。
--311 - (993) 
関法第65巻第3号
N -2-2. 1998年ナーイ・タフ請求体制法
もうひとつの重要な法律は1998年ナーイ・タフ請求体制法 (NgaiTahu Claims 
Settlement Act 1998) である。ワイカト接取体制法と同じく，ナーイ・タフ法は前文を
伴っている。そしてその前文において，ワイタンギ条約上の諸原理を政府が過去に行っ
た行為を評価するために援用しつつ，マオリ語と英語の両言語によってマオリの苦情の
背景を明らかにしている。そこでは，不当な土地の買収やその地域で結ばれた土地買収
証害への違反行為ll4)'1840年以来から継続するナーイ・タフの抗議，またさまざまに
調査がなされながらもほとんど調査内容が生かされていないこと 115), 等々がのべられ
ている。そしてさらにその最後の部分で，ナーイ・タフの不満はなお救済されていない
ことを政府が認めているll6)0 
法律前文ではワイタンギ審判所によるつぎの事実認定が援用されている 117): 
ナーイ・タフ請求でのさまざまな請求事項を検討した後に，ワイタンギ審判所はナーイ・
タフの請求に沿って事実認定を行った，……特に審判所は，ナーイ・タフに対する義務を政
府が長年にわたって履行していないことと，条約の相手方に対し適切なる行為をなし，誠実
に行為する義務という，この両者を調和的に解釈することは不可能である。さらに審判所は，
ナーイ・タフから3400万エイカーの土地を 1万4750エーカーの土地と引きかえに獲得した際，
不誠実で，かつワイタンギ条約違反行為を繰り返し行ったことを強調した。その結果，ナー
イ・タフには自らの生活様式を維持し，以後の経済発展に部族が十分に参加するには十分で
はない土地しか残されなかったと審判所は考えている。したがって審判所は，政府がナー
イ・タフに対して部族の将来の経済的，社会的，文化的発展にとって十分な土地を返還しな
ければならないと考えている。
前文はさらに，ワイタンギ審判所報告書発行後に政府との交渉が開始され，その結果
1997年に体制証書が作成されたことについてつぎのようにのべている 118)。
その証書において政府は，経済的，社会的，文化的発展を大きく阻害する重大な正義の侵
害をナーイ・タフが被ったことを認め，また証書は，ナーイ・タフによってなされたすべて
の歴史的な請求内容の実現が求められていることがらを記録している。
この法律の第6章は謝罪を含んでおり，その一部はつぎのようである。
1. ……政府は， 150年近くの長きにわたってナーイ・タフの先祖たちが，多くの労苦を重ね
つつ救済・賠償のための請求を政府に対して行ってきたことを認める。その労苦のようすは，
ナーイ・タフの諺の一節においてつぎのようにのべられている。"Hemahi kai takata, he 
mahi kai hoaka", すなわち「碧玉が砂岩になってしまうように，それは人びとをほとほと疲
れさせる仕事だ」。
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2. 政府は，ナーイ・タフの土地購入における彼らの処遇に関して，不誠実であり，かつワイ
タンギ条約の原則に違反する行為を繰りかえし行ったことを認める。さらに政府は，ナー
イ・タフが使用するための十分なる土地を用意せず，またナーイ・タフの十分なる経済的，
社会的資源を提供しなかったばかりではなく，証書において，条約当事者たるナーイ・タフ
への義務を尊重するという最も基本的なことがらを守らなかったということを認める。
4. 政府は，ナーイ・タフに対してしかるべく行為し，また国王の尊厳にふさわしく，誠実に
行為することを怠ったことを認める。そのことは，ナーイ・タフのつぎのことば， "Te
Rapa o Niu Tireni !", すなわち「履行されていないニュージーランドの約束！」に言及され
ている。政府はさらに，常に誠実に行為するということを怠ったことで，ナーイ・タフは発
展の機会を奪われ，部族を何世代にもわたって貧困状態に貶めたこと―それは， "Temate 
o te iwi", すなわち「部族の沈滞」といわれている一ーを認める。
7. 政府は，彼らの領域内の南島の土地に対するナーイ・タフのランガティラタンガとマナを
過去に認めなかったことを謝罪し，また条約上の義務の履行において，ナーイ・タフをナー
イ・タフ・ファヌイ (NgaiTahu Whanui)のタンガタ・フェヌアとして，そしてまたその
地域においてランガティラタンガを保持する者として承認する。
8. したがって，政府はすべてのニュージーランド人のために，現在可能な限りこれらの不正
義に対して罪滅ぽしを行い，また， 1997年1月21日に署名された条約体制証書に示されてい
ることがらに関して，マオリの歴史的な苦情への最終解決に沿って癒しのためのプロセスを
開始し，ナーイ・タフとの新たな協同の時代に入ることを模索する。
この法律の残りの部分は，条約体制証書において合意されたことがらを実現すること
を目的とした詳細な規定である。第15章では，伝統的なマオリの慣習共同体を承認する
象徴的なことがらして，アオラキ山 (AorakiMauntain) がナーイ・タフに返還されて
いる。そしてその上で，第16条においてナーイ・タフは国全体のために，その山を再度
首相に返還している。証書はさらに，基盤となる土地を買戻すために 1億 7千万ドルを
ナーイ・タフに提供した。それによって，ナーイ・タフに土地権限が再度付与され，い
くつかの辺郎な島のナーイ・タフのマナ（権原）が承認され，年に 1度の伝統的な資源
へのアクセスが認められ，またさらに地方に存在する自然資源を統治するさまざまな評
議会の職務上の資格などをナーイ・タフは獲得した。
N -2-3. 政府とナーイ・タフの相互関係の出発点としてのワイタンギ条約の承認
—関係を評価するための新たな甚準の設定
上述の 2, 4, 7節のすべてが，ワイタンギ条約自身と，同条約にもとづく相互関係
がナーイ・タフのイウイを構成するハプと政府のあいだで存在することの承認のいずれ
にも言及している。政府の行為が評価されるべきいくつかの基準が存在する。第4節で
政府は，自らの行為が「合理性」 ("reasonableness"), 「最大限の誠実さ」 ("utmost
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good faith")および「国王の栄誉」 ("thehonour of the Crown") という基準に合致して
いなければならないことを無条件で認めている。これらは伝統的なイギリスの憲法原理
である。そして政府がそれらに従わない場合には，臣民を保護するという政府の能力へ
の信頼が揺るぎ，多くの臣民のあいだで代表民主主義の観念への信頼が掘り崩されるの
である。
第 2の基準は，第 2節で言及されている「条約上のパートナーシップ」 ("Treaty
partnership")である。条約において両当事者は，相互の処遇においてお互いが最善を
尽くさなければならない。この基準に反して不当に行為し，賠償が求められているのは
ナーイ・タフーではなく政府である。両者の関係に関するこの側面は，ワイタンギ審判
所によって独立して評価される。そして審判所の事実認定と勧告を通して，ナーイ・タ
フーが被った不法行為に対する和解手続きへと導かれている。
政府の行為を評価する第 3の基準は，マオリ慣習法原理あるいは一一本論文の第1I章
において明らかにしたマオリ社会の内部から導かれてきた ナーイ・タフーが抱くさ
まざまな期待である。上記において直接には言及していないが，第 7節での承認 す
なわち，ナーイ・タフー領域内の南島の土地に対して彼らがランガティラタンガとマナ
を有していることの承認，および，ナーイ・タフーをタンガタ・フェヌアとして承認す
ること，そして，ナーイ・タフー・ファヌイ地域 (Takiwa)内においてランガティラ
タンガを有している者としての承認一一ー において，マオリ慣習法原理が支持されている。
政府とナーイ・タフーの関係が第 8節で言及されている，将来の「新たな協同の時
代」によって評価されることは 条約において言及されているが― これら 3つの基
準に反している。ワイカトータイヌイに関しては，マオリのナーイ・タフーがニュー
ジーランド統治の憲法上の枠組においで恒久的位置を占めているということは直接には
認められていない。立法において直接にそのような結論に言及していないが，両当事者
間の相互の活動—特にマオリ慣習法原理の背景に反して解釈される場合ーーと，ナー
イ・タフーが条約体制に従って行う行為のあり方は，その帰結として上記のことを支持
している。
N-2-4. 新たなナーイ・タフーの統治機構
N-2-4-1. ナーイ・タフーの制定法上の定義—ィウイの成員資格
テ・ルナンガ・オ・タフ法は，ナーイ・タフと政府のあいだで合意された統治に関す
るいくつかのことがらを規定している。 ：第 1に，テ・ルナンガ・オ・タフをナーイ・
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タフ・ファーヌイの公式の代表として設立すること 119しおよび，ナーイ・タフとの協
議が求められる場合も含めて「あらゆる目的のために」設立されたものと認めるこ
と120); 第 2に，ヘナレ・ラキーヒィア・タウ (HenareRakiihia Tau) によるワイタン
ギ審判所への請求事件でのマオリ控訴裁判所の以前の判決121)に従って，ナーイ・タフ
の領域を確立すること；そして第3に，成員資格の基準をナーイ・タフ・ファーヌイの
受益者と定義すること 122), 等々である。ナーイ・タフ・ファーヌイの成員資格は第 7
節(lXa)において定義されている。
ナーイ・タフ・ファーヌイはつぎの者の子孫である一
(a) ……1848年に生存したナーイ・タフ・イウイの成員で， 1929年に任命された（ナー
イ・タフ人口調査委員会 (NgaitahuCensus Committee) として知られている）の手続
きと事実認定の議事録を収録する冊子……のリストにその氏名が掲げられている者
その成員資格は，ナーイ・タフ，ナーイ・マモエ (NgaiMamoe) およびワイタハ
(Waitaha) の主要なハプ，すなわち，カイ・クリ (KaiKuri), ナーティ・イラケフ
(Ngati Irakehu), カイ・フウイラパ (KatiHuirapa) , ナーイ・トウアフリリ (Ngai
Tuahuriri) , およびナーイ・テ・ルアヒキヒキ (Ngaite Ruahikihiki) 出身のナーイ・
タフの長老たちと結びついている。現在，ナーイ・タフ・ファーヌイのファカパパの
データベースには， 4万 l千人のメンバーが登録されており， 2006年以来 3千500人増
加している 123)。
N -2-4-2. ナーイ・タフ＿政治上の機構
1996年のテ・ルナンガ・オ・タフ法は，ナーイ・タフのためにまったく新しい集権的
な統治体を創造している 121)。ナーイ・タフ・ファーヌイの構成員は，この法律の第 1
表に列挙されたふたつ以上のパパテイプ・ルナンガ (papatipurunanga [父祖の土地の
協議会］）と一定の関係を有していなければならない。ルナンガは，伝統的なハプの境
界と重なり合いうるハプを基礎とする組織というよりは．居住地域を基礎とする組織で
ある。したがって諸個人はふたつ以上のルナンガと容易に関係を持つことができるので
ある。各ルナンガから選出された代表によってテ・ルナンガ・ナーイ・タフが構成され
る]25)。テ・ルナンガ・ナーイ・タフの地位は同法の第15章において規定されている。
1) テ・ルナンガ・ナーイ・タフは，ナーイ・タフ・ファーヌイのあらゆる目的のための代表
として認められねばならない。
2) イウイもしくはイウイの機関と協議することが規定されている場合には，ナーイ・タフ・
ファーナウにかかわることがらに関して，テ・ルナンガ・ナーイ・タフとのあいだで協議さ
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れなければならない。
この法律はテ・ルナンガに対して，パパテイプ・ルナンガと協議することを正式に要
求している。ルナンガに対して，パパテイプの構成員の意見を探り，それらの意見を
「尊重すること」，さらには，ナーイ・タフ・ファーヌイの最善の利益に合致するよう
に行動することを義務づけている 126)。テ・ルナンガ・ナーイ・タフの執行上の機能は，
つぎの機関によって担われている：
・構成員への社会，文化的なプログラムを運営するテ・ルナンガ・ナーイ・タフ事務所
(Office of Te Runanga o Ngai Tahu) 
・商業上の活動を担うナーイ・タフ法人会社 (NgaiTahu Corporation Limited) 
この統治機構は2006年に見直しがなされている。テ・ルナンガのカイフアカハエレ
(Kaiwahakahaere: 議長）によれば，「ナーイ・タフ・ファーナウにより よく奉仕する
ことができる，強力で，戦略的でありまた一貫した組織であることを確固としたものに
するために」，この見直しは必要である 127)。統治の見直しに関して，社会的活動と尚業
的活動がになうべき目標，および，イウイ中央（本部）と地方のハプの両者の関心事の
もとで担うべき目標，という 2点において連携が欠けていると認定している。テ・ルナ
ンガは， 2007年 3月までの間で，テ・ルナンガに対して強力なコーポレート・ガバナン
スを提供するという常務理事会 (ExecutiveTrusteeship) の任務を遂行するために中間
的な評議会を任命した。ソロモン (Solomon) によると，評議会の任務は「テ・ルナン
ガが優れた技能と専門的見解を有する強力な内部機構を保持することで，それによって
われわれは商業上発展し続けることができる。そのことによって，ファイ・ラワ
(Whai Rawa (金融上のサービス））やナーイ・タフ・ファンド (NugaiTahu Funめそ
してルナンガ (rnnanga) の配分といった，継続的な利益分配を受けることができるの
である 128)。
N -2-4-3. 将来の目標のためにマオリ慣習原理を利用すること
ナーイ・タフ統治の形態が制定法において明文化される一方で，ルナンガを突き動か
す諸価値はマオリ慣習法から導かれている。イウイの年次報告書において毎年明らかに
されているが，それらは本質的に集団的であり，ルナンガの人びとへの責務をつぎのよ
うに明記している 129)0 
ビジョン
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ティノ・ランガティラタンガ―Motatou, a,mo ka uri ake nei 
すなわち，われわれ自身のため，そしてわれわれのつぎの世代のこどもたちのために……
価値
ラカティラタカ (Rakatirataka)
ナーイ・タフのスタッフは，常に，そしてすべてのことがらにおいてナーイ・タフのマナ
を守ることに従事している
ファナウカタカ (Whanaukataka) 
ナーイ・タフのスタッフは組織内とイウイ内，そしてコミュニティ内における重要な関係
を尊重し，促進し，維持する
マナカーキタカ (Manakaakitaka)
ナーイ・タフのスタッフはテイカンガ・マオリ（マオリの慣習）に従って，お互い同士，
イウイの構成員，そして他のすべての人びとに敬意を払う
トフカタカ (Tohukataka)
ナーイ・タフのスタッフは，ナーイ・タフとわれわれのコミュニティを強化し，発展させ
るための知識と理念を追求する
カイティアキタンガ (Kaitiakitanga)
ナーイ・タフのスタッフは，人びとや環境，知識，文化， 言語そして，ナーイ・タフに
とって重要な資源などを将来の世代のために守ることを目ざして積極的に働く
マヌティオリオリ／カイコキリ (Manutioriori/Kaikokiri)
ナーイ・ターのスタッフは，想像力豊かで創造的なリーダーであり，常に新たな天地を切
り開かなければならない
ナーイ・タフとワイカトータイヌイを含む他のイウイとの方言の違いはここでは明ら
かである。すなわち，ナーイ・タフは大半の場合に， "Ng"ではなく "k"を用いること
を好むということである。 しかしながら，それにもかかわらず，同じ慣習的な原理が
―さまざまな地域において，地域の状況に応じてさまざまに適用されつつ一ーニュー
ジーランド全体において用いられている。たとえば，ナーイ・タフはマナとトゥプナの
祖先との継続性の象徴として，彼らの山たるアオラキ山に大きな価値を置くのに対して，
ワイカトータイヌイと同じ原理と価値に依拠しつつ，ワイカト川との関係によって祖先
との継続性を説明する。
W -2-4-4. ナーイ・タフ—社会的目標
上で示された広範な原理に加えて，ルナンガ事務所の首席執行役員 (ActingChief 
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Executive Officer) たるアナカ・グッダール (AnakaGoodall) は，つぎのことが必要
だということを常に念頭に置いておくことの重要性を強調している130): 
われわれのコミュニティのニーヅと望みについてより深く，明確に理解するため
に，真剣にナーイ・タフとパパティウ・ルナンガに関わっていること。そしてその
際の課題は，それによ って得られたさまざまなメッセージを，将来にわたるトータ
ルなビジョンを物語るような多くの行動へと翻訳することである。
そして，人びとの意思を取りまとめ，明確にすることに携わってきた成果が，「ナー
イ・タフー2025年」に他ならない。これは，将来のイウイの発展における 9つの重要な
領域を明示したイウイのビジョンである。それは131): 
テ・ファカーリキ (TeWhakaariki)一外部の意思決定者に影響を及ぽすこと；
ト・タトウ・ナーイ・タフタンガ (ToTatou Ngai Tahutanga)一躍動感あるナー
イ・タフの文化を創造するこ；
コ・ナー・ファカパパタンガ (KoNga Whakapapatanga)ーイウイ内の対話を強
化すること；
テ・フアカテイプ (TeWhakatipu)ーローカルな地域的統治とイニシアチブを支
援すること；
テ・アオ・トウロア (TeAo Turoa)一将来世代が享受できるように自然環境を保
全すること； Whanauー ファ ーナウの福祉を促進するために資源を提供するこ
と；
マタウランガ (Matauranga)ーイウイ成員の教育に焦点を当てること；
テ・プエタ (TePueta)ーイウイの基金のための確実な投資プランを立てること，
そして，
ア・カイティアキタンガ・メ・テ・タフフ (TeKaitiakitanga mete Tahuhu)一統
治の効率を増大させること。
これらは単なる意欲を語ったものではない。これらの目標と結びついた特定の提案が
なされている 132)。たとえば，ファイ・ラワ (WhaiRawa)すなわち2006年におけるイ
ウイ成貝のための長期にわたる均衡のとれた節約計画やナーイ・タフのこどもたちのた
めの幼児支援や算数，文字教育プログラムの支援，そして，ナーイ・タフーの第 3次教
育の通常教育への組み入れ促進のために国の機関と共同すること，等々がある。個々の
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生徒の授業料支払のための基金や奨学金のみならず，幼児教育の研究と資金援助，マラ
工をベースとする言語プログラム，ウエプサイトをベースとした学校への資源提供，
等々 は， 2007年において顕著に見られる事項である133)。ナーイ・タフの文化に関わる
能力向上に関しては，ファナウやマラエの織物や彫刻，その他の文化的プロジェクトへ
の資金援助などを通じて援助を受けてきている13/4)。マオリのプロバイダーによる健康
や子育てサービスの提供は ナーイ・タフ全体での「心配のない子育て」のための
ロードショーをも含めて 2007年に支援された社会的イニシアチブである135)0 
ナーイ・タフ・ファイナンス (NgaiTahu Finance)の設立によって，現行の市場金
利よりも低率の融資を構成員に行うことができる 136)。そしてさまざまな対話のメカニ
ズムを維持することは，イウイの構成員に情報を提供し，部族の活動に参加することを
促すために決定的に重要であるとみなされている。「タフ・コミュニケーションズ」
(Tahu Communications) はイウイにおける対話のワンストップ・ショ ップで，それは，
ラジオ局， TahuFMを含み，またテレビ番組を作成し，イウイの雑誌の定期刊行物た
る「テ・カラカ・テ・パヌイ・ルナカ」 (TeKaraka Te Panui Runaka) を刊行してい
る137)。
N -2-4-5. ナーイ・タフ—商業上／実用的な資産
「ナーイ・タフ・ホールディングス会社」 (NgaiTahu Holdings Corporation) は，
ナーイ・タフーが保有する資産の商業的な取引を担っている。これらは，土地，株式，
海産物，観光産業， 等々の，イウイの社会的要求を満たすための収入をもたらす商業上
の投企事業を含んでいる。
会社の資産が2200万ドルと記録された後に， llOO万ドルの損失を出した2006年を例外
として，ナーイ・タフ・ホールデイングス会社は年間の利幅を着実に伸ばしてきている。
2002年には200万ドルの純利益； 2003年， llOO万ドル； 2004年， 1300万ドル； 2005年，
1600万ドル，そして， 2007年には6000万ドルの利益を上げている 138)0 
純資産（債務を差し引いた総資産）も数年間にわたって着実に上昇している。 ： 2002 
年， 2億7600万ドル； 2003年， 3億ドル； 2004年， 3億2500万ドル； 2005年， 3億7900
万ドル； 2006年， 4億llOO万ドル，そして2007年は4億8000万ドルであった139)。ナー
イ・タフ・ホールデイングスは今後10年以内に10億ドルの価値ある会社になることを目
標としている140)。
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N-2-5. 本章・小括
地方のハプとイウイを支援するための資金を提供している，その他のいくつかの小規
模な条約体制が存在するが， 上述のふたつの事例は最も大規模なふたつのイウイの概要
を示している。そこでは，マオリ慣習法原理によって制定法上の枠組を拡大することで，
イウイの福祉と発展を支援するためにどのようにしてそれらが最善を尽くしているのか，
そしてまた，ハプとイウイの利益に資するようにいかにしてそれらの枠組を実際上も実
現していくのかについて概観した。
論より証拠である。いずれのイウイも何年にもわたって，下手な投資や観光産業のよ
うな投企での市場の停滞，海産物などの資源価値下落などを経験してきたが，それらを
克服してよりたくましく生き残っている。それはなぜなのか？ その理由のひとつとし
て，いずれの組織もふたつの視点を有していたということを挙げることができるだろう 。
それらは，イギリスをベースとするニュージーランド法の規定にしたがって活動するだ
けではなく，マオリのコミュニティを束ねる記憶を超えたマオリ慣習法の原理によ って
も一体化されている。
資金獲得のための行為と，そこで得た利益を文化的，社会的目標の奨励のためにコ
ミュニティに還元することという，性質の異なるこれらの行為のバランスをいかに取る
のかということをめぐって，両集団内において意見の相違を生じている。そしてそのゆ
えに，変化するイウイのニーズをきちんと反映させるように，常に集団内の状況に目配
りをし，調整する必要があることが強調されている。過去，現在，そして未来の世代に
とって正しいと思われることを行うための，政治的プロセスをコントロールしている人
びとが一一個人的に有しているさまざまな情熱のあいだで＿ 現代の優れた統治にとっ
て必要な行政上の技能を駆使して，いずれのイウイもそれらをうまく調整しなければな
らない。
ワイカト ータイヌイとナーイ・タフは，ニュージーランドにおけるふたつの最大の統
治システムである。両者の相互交流と政治的な協同は一ーしかるべき形で生じたならば
― 両者の力をさらに強化し，将来のニュージーランド統治にと って主要なプレイヤー
になることはまちがいない。それらの経験は，他の多くのハプーとイウイや，統治形態
がいまだ発展途上にある先住民集団にと っても，豊かな学びの場を提供している。
V. 結
?
本稿では，ワイカト ータイヌイとナーイ・タフのふたつの大規模なイウイが，ニュー
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ジーランド統治における憲法秩序の一部となっていることを明らかにした。そして，そ
れらのイウイは，条約体制過程の一部として政府によって制定された法をうまく配合す
ることによって，そしてより重要なことは，マオリ社会を束ねる記憶を超えたマオリ慣
習法の原理によって制定法上の枠組を拡大することを通じてこのようなことを獲得した，
と論じてきた。
本稿では，ふたつの異なった視点からマオリのアイデンテイティに若干立ち入って検
討した。そのひとつはニュージーランド社会内部における視点で，それは，過去の
ニュージーランドの立法と，マオリに対して否定的影響を与えた政府の政策から大きな
影響を被っている。この視点は，パケハ中心のニュージーランド社会とは異なる文化的
基盤に依拠するマオリ慣習法原理に従って，マオリ社会が自らをどのように理解するの
か， という視点とは対照をなしていた。この論点は不可避の出発点である。なぜならば，
「マオリであること」という特質はニュージーランドにおいてなお争われており， した
がって，そのアイデンテイティを明確にすることなしには，マオリの真の統治システム
はあり得ないからである。そして結論は非常に明確なものである。すなわち，植民地初
期の植民者の子孫を含めた他のいかなる集団よりも，ニュージーランドの領域と結びつ
いているということを強く主張することが，彼らのアイデンテイティの中核なのである。
政府は従来そのようなアイデンテイティを破壊しようと試みたが，現在の政府は立法を
通じて，マオリのことばと文化を再活性化することを目的としたイニシャチブを支持す
ることで，そのやり方を改めようとしている。
本稿第m章ではマオリ慣習法を基礎づける諸原理を検討した。これらの原理は，ワイ
タンギ条約のマオリ語版の内容と， したがって，ワイタンギ条約に明確にのべられてい
るハプ，イウイと政府の関係を明らかにしている，と論じた。条約上の関係はマオリと
政府を，いかなる時にもパートナーシップの関係において結びつけていることを明確に
した。政府はその関係を立法によって統制しようと試みるだろうが，逆にマオリは，政
府がマオリ慣習法に対して責務を負っていると主張し続けている。したがって，政府が
かりに今後その方針を変更した場合でも，ハプとイウイの組織が有している記憶は，確
固として彼らの領域と祖先，そして将来世代に結びつけられ続けるであろう 。
第m章においても，マオリ社会を一体的なものとしている基本原理を論じるとともに，
マオリ指導者の証言やワイタンギ審判所の聴聞をつぎのふたつの目的のために参照した。
すなわち，まず第 1の目的は，マオリ慣習法の存在を確認すること，そして第2は，そ
れら慣習法原理が過去長年にわたる政府の敵対的行為にもかかわらず，マオリ社会を統
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合する，強固で回復力を有した存在であることを示すことである。ニュージーランド立
法にとりいれられたマオリの原理も存在するが，それらのインパクトは現在でもなおマ
オリコミュニティにおいては最も強力で，集団的意思決定はその原理にもとづいて行わ
れている。
最も重要な論点は第4章である。条約上の関係は，条約体制証書と前文，およびワイ
カト，ナーイ・タフの両体制法での「謝罪」で言及された「新たなパートナーシップ」
にもとづいて，長期にわたる紆余曲折を経て公式にその内容が再表明された。そしてそ
の再表明は，憲法上の関係が立法によって再確認されたことの明確な証拠以上の，重要
な意味を有している。そののちには，イウイ指導者の行為を導くマオリ慣習法原理が，
すべての公式文書において誇りをもって明記されている。そしてそれらは，単に文書と
して表明されているというだけではなく，それらの世代を超えた集団の文化的，経済的，
そして社会的な生存を最大限に保障するような具体的行為に関わっている。ワイカトー
タイヌイとナーイ・タフはタイプの異なる政治的機構を選択した。しかし両集団はとも
に，イウイの目標を達成しうる構造へと改良するのに十分な柔軟さとその意思を有して
いる。いずれの集団もさまざまな奮闘努力を重ねてきているが，いずれの場合において
も，ハプとイウイが有するダイナミクスは確固としたものであり，成員のために優れた
成果をあげてきているのである。
そのような非常な成功によって，主権絶対論者 (soveraegnist) の主張を復活させる
と感じるかもしれないニュージーランド人にとって，最後の，そして彼らを安心させる
考えはつぎの点である。すなわち，このような統治形態は，「すべてのニュージーラン
ド人」に対する責務を履行するという中央政府の任務を担うものではない， ということ
である。そのような仕事は，記憶を超えたハプとイウイー一われわれと将来世代ー一の
ためのなにがしかの相互の目標を獲得することとならぶ，付属的な仕事なのである。
原注
1) マオリの慣習法原理については本稿の第2章で論じる。ニュージーランドの公式の法源と
してマオリ慣習法を公認することが， ThePublic T1匹 teev Loasby (1908) 27 NZLR801と
Ngati Apa v AG [2003] 3 NZLR 643において肯定された。1975年の設立以来ワイタンギ
審判所 (WaitangiTribunal)は，ワイタンギ条約 (TeTiriti o Waitangi/Treaty of Waitangi) 
の解釈をめぐる審理においてはマオリの慣習法上の諸価値と概念，原理に依拠している。
2) クラ・カウパパ (KuraKaupapa (マオリ語学校）［マオリ慣習に依拠して運営され，マオ
リ語を使用して教育を行う初等学校］）におけるマオリ教育は，マオリの哲学的な基礎を確
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固としたものとするために制定法によって設立されたカイティアキ (kaitiaki(守護者））機
関によって現在保護されており，その結果，マオリの原理とその内容がマオリを害するよう
なものに改編されることはない。1999年の教育法修正法 (1989年「教育法（テ・アホ・マ
トゥア (TeAho Matua) [児童を教育するためのクラ・カウパパでのマオリ教育のための哲
学的基礎］）」第155条参照。この法律によって，若者の教育に特化してマオリのアイデン
テイティを決定することと結びついたプロセスを，マオリ自身がコントロールする権限がさ
らに強化された。
3) 1995年の「ワイカト接取請求体制法」 (WaikatoRaupatu Claims Settlement Act) 
[raupatuは接収，没収，征服を意味する］および，後に検討する1998年の「ナーイ・タフー
請求体制法」 (NgaiTahu Claims Settlement Act)は，いずれもワイタンギ条約に関する立
法で，マオリのハプとイウイの自治を相当程度強化している。
4) たとえば， M.Durie, Nga Kahul Pou-Launching Maori Futures, Huia Publications, 
Wellington, 2003, 209-211 C James, Building the Co,istituti皿 Instituteof policy Studies, 
Victoria University, Wellington, 2000. 
5) ワイタンギ条約は英国に依拠したニュージーランド憲法体制を確立し，正統化する根拠で
ある。1840年に条約署名が行われて以後にニュージーランドで英国式統治が確立した（第 1
条）。他方で，同時に，ティノ・ランガティラタンガ ("tinorangatirntanga" [「絶対的な族
長の地位」］）が，彼らのタオンガ ("taonga"[財宝もしくはマオリにとって価値のあるも
の］）において留保された（第 2条）。英語で作成された後にマオリ語に翻訳された条約は
500人以上の族長が署名したが，その大半の族長はマオリ語原文に署名した。そして1840年
以来，ワイタンギ条約の用語をめぐる論争， とくに政治的権威とマオリ固有の資源の国王に
よる収奪に関する論争が継続している。［付 1]と［付 2]の［ワイタンギ条約の］英文と
マオリ語原文参照。
6) 1852年のニュージーランド憲法第71条は，マオリが自らの「法と慣習，慣行」にしたがっ
て自治を行うことができると規定していたが，それは一度も実施されることなく最終的には
1986年のニュージーランド憲法によって廃棄された。
7) 1867年のマオリ代表法 (MaoriRepresentation Act 1867)の下で，国政レベルの議会で 4
議席が導入されたことで，国政においてマオリの声を反映させることが保障された。しかし
ながら，ハプーとイウイの利益は国家政策目標のレベルにおいて公式に承認されることはな
かった。
8) 注1のエリアス判事による NgatiApa判決の議論。その明確な事例は漁業法に関わる事
例である。その法律は，とりわけマオリの漁業権を1877年以来保護しているにもかかわらず，
それから 100年後に提起された TeWeehi v Regional Fisheries Officet・事件 [1986]1 
NZLR680に至るまで，実際に実現されたことはなかった（このケースでは，アワビの不法
な捕獲問題への弁論としてニュージーランド高等裁判所で提起されたものである）。
9) ワイタンギ審判所は1975年のワイタンギ条約法 (Treatyof W aitangi Act)によって設立
された。それは， 1840年以来の政府の行為，政策，立法がワイタンギ条約に違反したとする
マオリの主張を聴聞するフォーラムである。審判所は各々の審理の後に報告書を作成し，そ
の主張が十分に根拠ありと判断した場合には，救済を勧告する権限を有している。その場合
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請求団体（原告）は最終的な結論をめぐって政府と交渉に入るが，その交渉の詳細が立法に
よって明示されることもある。
10) 宣言の第 4条はつぎのように規定している。「先住民族は，国家の政治的，経済的，社会
的および文化的生活に，彼（女）らがそう選択すれば，完全に参加する権利を保持する一方，
彼（女）らの法制度に加えて，彼（女）らの明確に異なる政治的，経済的，社会的および文
化的特徴を維持しかつ強化する権利を有する。」 (2007年10月2日の国連総会にて採択された
「先住民族の権利に関する国連宜言」第4条）ニュージーランドは，宣言に反対投票したか
つての 4英国植民地国（その他の英国植民地国は，オーストラリア，カナダ，アメリカであ
る）の一国である。しかしながらこの宣言に反対投票したことと，ニュージーランドが一
議論に説得性をもたせるために―署名しているその他の国際文書の内容と矛盾なく解釈さ
れることが可能である。
11) E. Rata, "An overview of Neotribal Capitalism", http://recherche.univ-monthp3.fr/mambo/ 
cerce/r6/e.r.htm,2003,2. (最終アクセスは2010年 1月21日）
12) 2004年 1月27日にオレワ・ロータリークラプでなされたドン・ブラッシュの講演。
13) Ibid at 6. 
14) W. Blackstone, Commentaries on the Laws of England, Vol. 1, Philadelphia, 1902-1915, 
366. 
15) Blackstone, ibid at 366. 
16) この関係を基礎づけている基本的なマオリ慣習法原理については本稿第1I章で論じる。
17) これは，領域を「所有」 ("owing") しているというハプとイウイの主張を基礎づける「マ
ナフェヌア」 ("manawhenua" [領域権］）という用語の内容に関わっている。
18) このことについては， N.Tomas, Key concepts of Tikanga Maoガ (Maoricustom Law) 
and their use as regulators of human relationships to natural resources in Tai Tokerau, past 
and present, PhD Thesis, University of Auckland, 2006, 67-103参照。
19) A. Ballar, The Dynamics of Maori Tribal Organisation, Victoria University Press, 
Wellington, 1998. 
20) 境界に関する争いは現在は，マオリ控訴裁判所 (MaoriAppellate Court) によって法的に
解決されている。Rea claim to the Waitangi Tガbunalby Henare Rakihia Tau and the 
Ngati Tahu Trust Board, 12/11/90, Maori Appellate Court, Te Waipounamu District, Case 
Stated 1/89, 4 South Island Appellate Court Minute Book, folio 673, 1. 
21) [1920] AC198 at 204. 
22) Ibid at 204-205. 
23) マオリの承認の墓礎は一一彼らの慣習法原理に従うということを前提とすれば―まさに
マオリ全体にわたる合意である。非友好的な立法によって受け入れざるを得ないような慣行
は，決してマオリの慣行によって受け入れられるものではない。しかし，なかにはマオリ固
有の生き方を強化するが故に，任意に受け入れ，彼ら自身のものとして受容する慣行も存在
する。
24) 1862年の先住民土地法 (NativeLand Act) によるマオリの土地喪失とその来歴について
は，つぎの文献で詳細に論じられている。WaitangiTribunal, Report of the Waitangi 
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Tribunal in the Orakei Claim -Wai-9, 1987. また，研究者による解説としては， DV
Williams, Te kooti Tango Whenua-The Native Land court 1864-1909, Huia Publishers, 
Wellington, 1999参照。
25) マラエはコミュニティの重要な問題が話し合われ，ハプとイウイの結節点を提供するマオ
リの伝統的な集会所である。
26) R. Walker, Ka Whawha Tonu Matou-Struggle without End, Penguin Books, 1990, 
200-201. 
27) Ibid at 197-201 ; また， JLee, "The Second Great Migration" http:/ /www.scholars,nus. 
edu.sg/post/n/maorijlg5.htm (2008年 1月21日に接続）参照。
28) J. Rangihau, "Being Maori", in Kinged, Te Ao Hurih1ヽri,Longman Paul, Auckland, 1975, 
174-175. 
29) Rangihau, ibid at 170. 
30) Ibid at 173. 
31) 第m章にて詳しく論じる。
32) H. W Williams, Dictiona,y of the Maori Language, GP Publications, Wellington, 1992「マ
オリ」の定義は179頁で「パケハ」は252頁。これらの用語はそれ以来一般的に用いられてお
り，現在ではタンガタ・フェヌアの子孫を初期のころの植民者（主として英国人）の子孫か
ら区別するために用いられている。
33) Te Waka Hi Ika o Te Aroa v Treaty of Waitangi Fisheries Commission [2002] 2 NZLR 
17この判決で高等裁判所は，「イウイ」とは伝統的な部族を意味し「マオリ社会全般」を意
味していない， と判示している。またハプとイウイはワイタンギ条約への言及文 (Waitangi
references) を含む立法において認められている。現在のところ，「条約内容を尊重するため
に一定行為を成すことを求める」 18のニュージーランド法，そして「法律制定を求めない条
約への言及文を有する」 18の法律が存在する。TePuni Kokiri, He Tirohanga a Kawa kit e 
Tiriti o Waitangi, Wellington, 2001, 111. その過程は必ずしもリスクを伴わないものではな
かったが (NTomas, Implementing Kaitiakitanga under the Resource Management Act 
1991", New Zealand Environmental Law, 1, 39-42, 1994), マオリ慣習法の概念と原理を
ニュージーランドの法システムの下で考察することを可能とした。
34) 「マオリ」の定義はそれ以後， 1993年のマオリ土地合法化法 (TeTure Whenua Maori 
Act) によってつぎのように簡潔に規定されている。すなわち，「マオリ」とは「ニュージ一
ランドのマオリ族に属する者；そしてそのようなすべての人の子孫を含む」，と。「マオリで
あること」を決定する基準としての血縁の濃さは1974年のマオリ関係事項修正法 (Maori
Affairs Amendment Act) によって削除された。
35) 学校ではマオリ語やマオリ文化を用いることが禁じられ，破った場合には罰を与えられて
いた時代を過ごした，ニュージーランド全土のマオリの高齢者たちが， 1985年にワイタンギ
審判所においてさまざまな内容に関して証言した。 WaitangiTribunal, Te Reo Mori Repo,t 
-Wai 1, Department of Justice, Wellington, 1986, 34. さらに， M.Durie, Te Mana, Te 
Kawanatanga-The Politics of Maori Se炉 Determination, Oxford University Press, 
Auckland, 1998, 59-61においてもこの事件の証言に関して論じられている。
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36) これらの政策のネガテイプなインパクトを和らげるために， 1987年のマオリ語法 (Maori
Language Act 1987), 1989年教育法修正法 (EducationAct Amendment Act 1989), 2004年
マオリテレピ法 (MaoriTelevision Act 2004), 等々がマオリ語の地位を保護し，教育とメ
デイアでの使用を推進するために制定された。
37) ローコミッションに対するデヴィッド・バラガナス (DavidBaragwanath)裁判官の講演
内容に対する応答は， 2006年12月26日の「ニュージーランドヘラルド」で報じられている。
38) この用語はドン・プラッシュの政治手法を表現するために，「今やわれわれはすべてが
ニュージーランド人」 ("Weare al New Zealanders now") (ウエリントンのピクトリア大学
のストウト・ニュージーランド研究センター (StoutResearch Centre for NZ Studies)で
2004年 7月27日に行われた）というスピーチのなかでトレヴァ・マラッドが用いたものであ
る。
39) 国民党のリーダーのドン・プラッシュが， 2004年 1月27日にオレワ・ロータリークラプで
行った講演。
40) Cathrine Delahuntry, "State of the Pakeha Nation Waitangi Day Speech", 6 February 
2006. http:/ /www.scoop.eo.nz/stories/P00702? S00068.htm (2010年 1月21日にアクセス）
41) T. Moeke-Pickering, Maori Identity within Whanau: A Review of Literature, Hamilton, 
University of Waitako, 1996. T Kukutai, "The Problem of Defining an Ethnic Group for 
Public Policy : Who is Maori and Why dose it Matter?" Social Pol幻 Jou四 lof New Zealand, 
Issue 23, December 2004, 86-108. 
42) Kukutai, ibid. 
43) ハプーとイウイの所属員の数は増加している。1991年から2006年の間に，最大のイウイ集
団たるナープヒ (Ngapuhi) は， 9万2千976人から12万 2千211人に増加した。また， 2番
目に大きなナーティ・ポロウ (NgatiPorou)は4万 8千525人から 7万 1千910人に増加し，
3番目に大きなナーティ・カフヌヌ (NgatiKahungunu)は4万 l千778人から 5万9千946
人に増加した。さらにナーティ・タフ (NgatiTahu) は2万304人から 4万 9千185人に増
加した。マオリが自らの基準に従って自らのアイデンテイティを確定し，国家にその基準を
尊重させる権利に対する国際的支持は， 2007年 9月に国連総会で採択された「国連先住民族
権利宣言」の 3,4, 9, 11, 12, 13, 14, 15, 18, 19, 20条に盛り込まれている。
44) 1996年にはコハンガ・レオは，ニュージーランド全土に存在する 767のコハンガのいずれ
かに，マオリ児童の46.3%が初期児童教育として登録しており，マオリの単一機関の登録者
数としては最大の機関である。EducationCounts : Schooling : Maori Medium Education ; 
http:/ /www.edcentre.govt.nz/statistics s/schooling/maori (2010年 1月21日アクセス）
45) 2004年 7月1日において，マオリ中等教育を受けている生徒数は 2万 9千579人，マオリ
の全学生数の16.9%である。主たる言語がマオリでマオリの文化，価値観で行われるクラ・
カウパパ・マオリ [kura=学校， kaupapa=初等］に参加する学生数も同じく増大している。
Education Counts: Schooling: Maori Medium Education; http://www. edcentre.govt. nz/ 
statisticss/schooling/maori (2010年 1月21日アクセス）
46) ワイタンギ審判所の審理は，マオリがその他の第 3の機関がすでに享受している平等な扱
いや資源へのアクセスを獲得することを支援した。EducationAct 1987, 18l(b)および
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Waitangi Tribunal, Wanaga Capital Establishment Report-Wai 718, 1999参照。
47) Green Party Member of Parliament, Nandor Tanzos, Tangata Whenua, Tangata Tiriti, 
Opinion Piece, 12 March 2004, http:/ /greens.org.nz/searchdocs/other7291.html (2010年1月
21日アクセス）
48) Hon. Trevor Mallard, "We are al New Zealanders now" (ウエリントンのビクトリア大学
のストウト・ニュージーランド研究センター (StoutResearch Centre for NZ Studies)で2004
年 7月27日に行われた）。さらに， M.bennett, "lndigeneity" as Self-determination"、
Indigenous Law Journal, Faculty of Law, University of Toronto, Volume 4, 2005 at 71-115 
も参照。
49) Hon. Trevor Mallard, "We are al New Zealanders now" (ウエリントンのビクトリア大学
のストウト・ニュージーランド研究センター (StoutResearch Centre for NZ Studies)で
2004年7月27日に行われた）。
50) Green Party Member of Parliament, Nandor Tanzos, Tangata Whenua, Tangata Tiriti, 
Opinion Piece, 12 March 2004, http://greens.org.nz/searchdocs/other7291.html (2010年1月
21日アクセス）
51) ヒュイ・タウマタ ("HuiTaumata") [代表者会議］はマオリにとって重要な問題を議論
し，とるべき進路を策定するために毎年開かれている。これらのポイントは，「2025年まで
に効果的なマオリ統治を構築するためには何を成す必要があるのか」 ("Whatdo we need to 
do to build effective Maori Governance by 2025 ?")という議題の下で， 2005年にウエリン
トンの NationalHui Taumataで開かれた会議で，執行役貝によって論じられたものである。
52) これは，マオリが集団的な要求に沿うより良い結果を獲得するために，外から新しい考え
を持ちこむことでマオリの慣習法の実践を修正した典型的事例である。
53) Per Temuera Hall, Chief Executive Officer of Ngati Tuwharetoa lwi. 
54) E. T. Durie, C四 tomLaw, (Unpublished Paper for W aitangi Tribunal Members and latter 
referred to the NZ Law Commission), January, 1994. 
55) Important Judgements Delivered in the Compensation Court and the Native Land Court, 
1866-1879, Auckland Native Land Court, 1879, Auckland Southern Reprints 1994, 19-20. 
Discussed in D V Williams, supra note 24 at 179-180. 
56) ibid. 
57) 2003年のマオリ土地法第109条参照。
58) 詳細についてはナーイ・アパに関する前掲注 1での詳細な検討を参照。立法による権利消
滅を判決において補強している 。 マオリの慣習法上の前浜に対する所有権を—高等裁判所
の判決を無視し，マオリの反対を押し切って一一消滅させ，その権原を修正した2003年の前
浜海底法 (Foreshoreand Seabed Act)を労働党政府が成立させたという事実は，結局のと
ころつぎのことを示している。すなわち，「オナー・オブ・ザ・クラウン」 (Honourof the 
Crown) という憲法上の原理に依拠することや誠実 (GoodFaith) にふるまうこと，そし
て労働党政府が立法の範囲内で及ぼそうとする影響を信頼すること，等々は時には誤って理
解されているということである。マオ リには，信頼に対するそのような裏切りがもたらす困
難な帰結に対抗して，自らの利益を護るための独自の政治的しくみを強化すること以外には
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選択肢はない。
59) 2003年の前浜海底法の成立前にマオリが示した抵抗は，自身の領域のハプとイウイによる
政府提案の拒否，ワイタンギ審判所での緊急の聴聞，および 1万 5千人の「議会へのヒコ
ィ」 [hikoiは「行進」，「マーチ」］などを含んでいた。
60) Supra n5 and Appendix 1. 
61) この点はワイタンギ審判所において認められている。Reportof the W aitangi Tribunal on 
the Manukau Claim, Wai 8, Department of Justice, Wellington, 1985, by the High Court in 
Huakina Development Trust v Waikato Valley Authority [1987] 2 NZLR 188 and by the 
Court of Appeal in NZMC v AG [1987] 1 NZLR 641 (Lands Case). しかしながら司法上
の承認の範囲については過剰に言及されるべきではない。というのは，なにが「司法判断に
適合する」 ("justiciable") と考えられ得るかということは，ケースによって異なるからであ
る。「政府」 ("theCrown") とか「主権」 ("sovereignty") という概念が，ニュージーランド法
上の概念として無批判的に受け入れられている一方で，ランガティラタンガのようなマオリ
にとって同様な象徴的意味として機能する概念は，イギリスのコモンロー伝統の下で訓練を
受けた法律家や裁判官によって挑戦を受けうるのである。
62) 2007年2月の国連総会によって採択された DraftDeclaration on the Rights of Indigenous 
Peoples, supra nlO. 
63) 国際法の主たる主題は国家であって国民ではない。宣言はその条文によって創設された先
住民の権利を，諸国家が実現するためのガイドラインを規定している。
64) 条約の英語版とマオリ語版を提示する［付 1] と［付2]参照。
65) マオリ文化を論じる場合にしばしばその他の原理が論じられているが，すべての原理はこ
れら 5つの基本的な「実用的」原理に論理的整合性をもってまとめることができると私は考
えている。 Tomas,supra n18参照。
66) これは時とともに変化する。純粋なマオリの慣習をニュージーランドのロースクールのカ
リキュラムの一部に取り入れたのは，大半のロースクールでは比較的最近で，その分野に関
する学術文献も少ない。
67) 1862年の先住民土地裁判所の設立はマオリのハプとイウイの領域を1840年段階での状態に
導いた。「1840年）レール」("1840s rule") については Williamssupra at 231-233で論じられ
ている。
68) Te Whanau o Waipereira Repo1t-Wai 414. http:/ /www.waitangi-tribunal.govt.nz/reports 
summary, 1. (2010年 1月21日にアクセス）
69) Ibid. 
70) 漁業上のマオリの財産権を認めないことによってワイタンギ条約第 2条に政府が違反した
という申し立ては， 1992年のワイタンギ条約（漁業上の申し立て）体制法 (Treatyof 
W aitangi (Fisheries Claims) Settlement Act 1992)) によって解決が図られた。この法律に
よってマオリに対して 1億 5千万ドルが支払われたうえに，特定の魚に関して割当（クオー
タ）として全漁獲高の20パーセントが保障された。またマオリ漁業委員会が漁業資産の「イ
ウイ」への配分を監督することが規定された。
71) Te Waka Hi lka o Te Arawa v Treaty of Waitangi Fisheries Commission [2002] 2 
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72) 1838年から1842年までアオテアロアのホキアガ (Hokianga)地域に滞在していた，マリ
スト・ミッショナリー (Marist Missionary) のサーバント神父はつぎのようにのべている：
「当時，タプを用いること以上に現地民の間で共通の物はなかった。 ：タプは人びとや動物，
野原や住居，林，財産，仕事や政治的，宗教的なことがら，……等々。またさらに，タイプ
の異なるものとしては，族長が従属者に課すものもある。いずれの場合にも細心の注意を
払って従われている。CServant, Customs and habits of the New Zealanders 1834-42, ed D 
Simmons, AH & reed, Wellington, 1973, 34. 
73) マオリの著述家による優れた記述がつぎの文献に見いだされる。Makareti,The Old Time 
Maori, V Gollancz, London, 1938, 146. 
74) C. Barlow, Tikanga Whakaaro, Key Concepts in Maori Culture, OUP, Auckland, 1996. 
75) Ibid at 61-62. 
76) Tomas, supra n 18. 
77) M Marsden and TA Henare, Kaitiakitanga-a definitive introduction to the holistic 
world view of the Maori, Ministry of Environment, Wellington, 1992. 
78) カイティアキタンガは， 1991年の資源管理法 (ResourceManagement Act 1991)第 7条
の下で，決定権者が「特別の尊重を払わなければならない」いくつかの考慮すべき重要事項
のひとつである。
79) 1979年のフイと言語請求 (TeReo Claim) において，ナープヒ部族長老 (Ngapuhielder) 
の SirJames Henareによってのべられたことばである。Durie,supra n 35 at 59において引
用されている。
80) Maori Television Service Act 2003. 
81) 1707年の連合法によってイングランドとスコットランドは連合して連合王国を形成した。
さらに後に， 1800年のアイルランド連合法によって「ブリテン島における連合王国とアイル
ランド」を形成した。
82) ワイカトータイヌイ請求は，イウイによって草案が作成された立法によって解決が図られ，
1995年のワイカト接取請求体制法によって確認された。そして， 1998年のナーイ・タフー請
求体制法によって同様なプロセスが生み出され，それに先立って1996年のテ・ルナンガ・
オ・ナーイ・タフー法に規定された。この法律によってイウイの成員資格とイウイの境界，
そして代議制の団体統治などが確立された。
83) たとえば， Durie,Launching Maori Futures, supra n 4 at 93-94参照。彼はこの論文で，政
府への苦情の解決のためのアプローチとして，政府とマオリという対等者のあいだの「信頼
と尊重」を構築するのではなく，敵対的な取引的アプローチを採用したことを批判している。
84) Clause B. 
85) Clause C. 
86) Clause D. 
87) Clause E. 
88) Clause F. 
89) Clauses G. 
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90) Clauses I and J. 
91) Clause K. 
92) Clause N. 
93) Clauses 0-Q. 
94) Clauses S (b) and (c). 
95) Clause U. 
96) Clause W. 
97) Clause X (a) and (b). 
98) Sections 10-26. 
99) Waikato-Maniapoto Maori Claims Settlement Act 1946. 
100) 第27-29章。
101) 第30-37章。
102) マオリ語版では， "tino"よりも明らかに挑発的な意味は少ないが，マオリ慣習法において
は一定の地位を占めている "mana"ということばによって置きかえられている。
103) Healing the past, building a future-A Guide to Treaty of Waitangi Claims and 
Negotiations with the Crown, Office of Treaty Settlements, Wellington, 2004, 15. 
104) ワイカトータイヌイの政治的な統治体の執行部によって， Waikato Raupatu Lands Trust 
Annual Report, 2007, 6において提示されたビジョンである。
105) Waikato Raupatu Lands Trust Annual Report, 2007, 24. 
106) Kingi Porima & ors v Te Kauhangaui O Waikato Inc, Te Arikinui Dame te 
Atairangikahu, Sir Robert Mahuta, M208/00, High Court Hamilton, 22 September 2000. 
Hammond J. 
107) S. Solomon, The Waikato Raupatu Claims Settlement Act-A Draft Users Guide to the 
Act心 at28 October 19.95, Beneficiary Roll office, Houpuhopu, 1995. 
108) "The Post Settlement Phase -A Tainui Special", Kia Hiwa Ra, Tokomaha 31, 22 may 
1995, 1. 
109) Waikato Raupatu Lands Trust Annual Repo,-i, 2007, 22. 
110) Waikato Raupatu Lands Trust Annual Report, 2005, at 36 and 2007 at 9. (100万ドル単位
であらわしている）
111) Waikato Raupatu Lands Trust Annual Report, 2005, at 37 and 2007 at 47. (100万ドル単
位であらわしている）
112) Waikato Raupatu Lands Trust Annual Report, 2007 7. 
113) ナーイ・タフ・セツルメントに対する全面的な批判については，つぎの文献参照。L.
Carter and J. Ruru, "Freeing the Natives": The Role of treaty of Waitangi Settlements in 
the Reassertion of Tikanga Maori", in ed N. Tomas, Te Tai Haruru, Journal of Maori 
Legal Writing, International Research Institute for Maori and Indigenous Education, 
Volume 2, 2006, 14-36. 
114) Preamble, Clause B. 
115) Preamble, Clause C. 
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116) Preamble, Clause D. 
117) Preamble, Clause K and L. 
118) Preamble, Clause U. 
119) Section 6. 
120) Section 1581) and (2). 
121) 12 November 1990, 4 South Island Appellate Court Minute book 672. Section 5. 
122) Section 13. 
123) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Rreport, 2007, 26. 
124) Section 16参照。言及した節は1993年8月21日のパパテイプ・ルナンガ代表によって採択
されたものである。
125) ss8, 9 Te Te Runanga o Ngai Tahu参照。
126) Section 15 (3). 
127) Te Runanga o Ngai Tahu Ann血 lRreport, 2006, 1. 
128) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Rreport, 2007, 26. 
129) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Rreport, 2006, 2. 
130) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Rreport, 2007, 16. 
131) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Rreport, 2006, 3. 
132) Te Runanga o Ngai Tahu Annual Reports, 2006 at 3 and 2007 at 6-7. 
133) Ibid, at 20. 
134) Ibid, at 22. 
135) Ibid, at 26. 
136) Ibid, at 27. 
137) Ibid, at 27. 
138) Ibid at 10. (JOO万ドル単位であらわしている）
139) Ibid at 10. (100万ドル単位であらわしている）
140) Wally Stone, "Ngai Tahu Group Chairman's Report", Te Runanga o Ngai Tahu Arm叫
Report 2006, 16. 
［付 1] マオリ用語
マオリ語用語集
Hapu: 準部族（血縁と共通の慣習的慣行によって結びついているファナウ，すなわ
ち拡大家族からなる，経済的，社会的，政治的集団）
Hui: 重要事項を討議する人びとの集会，会合
Iwi: 部族（血縁と共通の慣習的慣行によって結びついている大きな経済的，社会的，
政治的集団）
Kaumatua: 年長者
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Kohanga Reo : マオリ語が用いられることばの巣，プレスクール
Kura kaupapa : マオリ語とマオリ文化を主な指導内容とする初等と中等の学校
Mana: カ，威信，個人の地位。制度的，集合的な権威。
Maori: アオテアロアの元々の住人，アオテアロア／ニュージーランドのヨーロッパ
人入植以前に居住する者の子孫
Marae: 集会がなされる場所。集会所，食堂，清めの部屋 (ablitionblock) などを含
む土地や建物の集合。通常はファナウ，イウイ，ハプの集団に属する先祖代々の土
地にあり，中心的な集会の場。
Ngati: ハプとイウイの名前の前に付される「属する」という意味の接頭辞。
Pakeha: ヨーロ ッパ （通常は英国）人の子孫；マオリではない白人
Papatuanuku : マオリの古来の女性たる先祖；大地母
Ragnatira : 族長，集団内で権威を有する者
Raupatu : 正当な補償のない接収
Tangata whenua : 土地の人；マオリ；元々のアオテアロアの住人
Tapu: 日常的な使用を制限された貴重な聖なるもの
Te Reo: マオリ語
Tino rangatiratanga : マオリの権威，権力，権原を有する者，主権者一ー1840年のワ
イタンギ条約第2条と結びつけて用いられる
Whakapapa: 先祖との結びつき
Whanau: 拡大家族
Whanaungatanga : 結合の原理
［付2] ワイタンギ条約・英語版
Her Majesty Victoria, Queen of the United Kingdom of Great Britain and Ireland, 
regarding with Her Royal Favour the Native Chiefs and Tribes of New Zealand, and 
anxious to protect their just Rights and Property, and to secure to them the enjoyment 
of Peace and Good Order, has deemed it necessary, in consequence of the great number 
of Her Majesty's Subjects, who have already settled in New Zealand, and the rapid 
extension of Emigration both from Europe and Australia which is stil in progress, to 
constitute and appoint a functionary properly authorized to treat with the Aborigines of 
New Zealand for the recognition of Her Majesty's Sovereign authority over the whole 
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or any part of those islands. Her Majesty, therefore, being desirous to establish a 
settled form of Civil Government with a view to avert the evil consequences which must 
result from the absence of the necessary Laws and Institutions alike to the Native 
population and to Her subjects, has been graciously pleased to empower and to 
authorize me, William Hobson, a Captain in Her Majesty's Royal Navy, Consul, and 
Lieutenant Governor of such parts of New Zealand as may be, or hereafter shall be, 
ceded to Her Majesty, to invite the confederated and Independent Chiefs of New 
Zealand to concur in the following Articles and Conditions. 
Article the First: The Chiefs of the Confederation of the United Tribes of New 
Zealand and the separate and independent Chiefs who have not become members of the 
Confederation cede to Her Majesty the Queen of England absolutely and without 
reservation al the rights and powers of Sovereignty which the said Confederation or 
Individual Chiefs respectively exercise or possess, or may be supposed to exercise or to 
possess over their respective Territories as the sole Sovereigns thereof. 
Article the Second : Her Majesty the Queen of England confirms and guarantees to 
the Chiefs and Tribes of New Zealand and to the respective families and individuals 
thereof the ful exclusive and undisturbed possession of their Lands and Estates Forests 
Fisheries and other properties which they may collectively or individually possess so 
long as it is their wish and desire to retain the same in their possession ; but the Chiefs 
of the United Tribes and the individual Chiefs yield to Her Majesty the exclusive right 
of Preemption over such lands as the proprietors thereof may be disposed to alienate at 
such prices as may be agreed upon between the respective Proprietors and persons 
appointed by Her Majesty to treat with them in that behalf. 
Article the Third : In consideration thereof Her Majesty the Queen of England 
extends to the Natives of New Zealand Her royal protection and imparts to them al the 
Rights and Privileges of British Subjects. 
(signed) William Hobson, Consul and Lieutenant Governor. 
Now therefore We the Chiefs of the C onfederation of the United Tribes of New 
Zealand being assembled in Congress at Victoria in Waitangi and We the Separate and 
Independent Chiefs of New Zealand claiming authority over the Tribes and Territories 
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which are specified after our respective names, having been made fully to understand 
the Provisions of the foregoing Treaty, accept and enter into the same in the ful spirit 
and meaning thereof: in witness of which we have attached our signatures or marks at 
the places and the dates respectively specified. Done at Waitangi this Sixth day of 
February in the year of Our Lord One thousand eight hundred and forty 
著者［ニン・トマス］注
大半のマオリは，マオリのハプに「ティノ・ランガティラタンガ」すなわち「絶対
的権原」を留保したマオリ語版の条約 (TeTiriti) に署名した。しかし英語版では，
「主権」をイングランド国王に全面的に譲渡している。この両者が立憲民主主義の下
で調和するか否かに関する議論が現在も続いており，マオリと政府の関係は常に見直
されてきている。法的には認められていないが，英語版とマオリ語版の条約
(Traty/te Tiriti) は，多くのニュージーランド人，マオリそしてパケハが政府の行為
が正義に適っているかを評価するための試金石となっている。
［付3] ワイタンギ条約・マオリ語版
Te Tiritiri o Waitangi (Maori Text) 
KO WIKITORIA te Kuini o lngarani i tana mahara atawai ki nga Rangatira me nga 
Hapu o Nu Tirani i tana hiahia hoki kia tohungia ki a ratou o ratou rangatiratanga me 
to ratou wenua, a kia mau tonu hoki te Rongo ki a ratou me te Atanoho hoki kua 
wakaaro ia he mea tika kia tukua mai tetahi Rangatira -hei kai wakarite ki nga 
Tangata maori o Nu Tirani -kia wakaaetia e nga Rangatira Maori te Kawanatanga o 
te Kuini ki nga wahikatoa o te wenua nei me nga motu -na te mea hoki he tokomaha 
ke nga tangata o tona Iwi Kua noho ki tenei wenua, a e haere mai nei. 
Na ko te Kuini e hiahia ana kia wakaritea te Kawanatanga kia kaua ai nga kino e puta 
mai ki te tangata Maori ki te Pakeha e noho ture kore ana. 
Na kua pai te Kuini kia tukua a hau a Wiremu Hopihona he Kapitana i teRoiara Nawi 
hei Kawana mo nga wahi katoa o Nu Tirani e tukua aianei amua atu kite Kuini, e mea 
atu ana ia ki nga Rangatira o te wakaminenga o nga hapu o Nu Tirani me era Rangatira 
atu enei ture ka korerotia nei. 
Ko te tuatahi Ko nga Rangatira o te wakaminenga me nga Rangatira katoa hoki ki 
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hai i uru ki taua wakaminenga ka tuku rawa atu kite Kuini o lngarani ake tonu atu -te 
Kawanatanga katoa o o ratou wenua. 
Ko te tuarua Ko te Kuini o Ingarani ka wakarite ka wakaae ki nga Rangitira ki nga 
hapu -ki nga tangata katoa o Nu Tirani te tino rangatiratanga o o ratou wenua o ratou 
kainga me o ratou taonga katoa. Otiia ko nga Rangatira o te wakaminenga me nga 
Rangatira katoa atu ka tuku kite Kuini te hokonga o era wahi wenua e pai ai te tangata 
nona te Wenua -ki te ritenga o te utu e wakaritea ai e ratou ko te kai hoko e meatia nei 
e te Kuini hei kai hoko mona. 
Ko te tuatoru Hei wakaritenga mai hoki tenei mo te wakaaetanga ki te 
Kawanatanga o te Kuini -Ka tiakina e te Kuini o lngarani nga tangata maori katoa o 
Nu Tirani ka tukua ki a ratou nga tikanga katoa rite tahi ki ana mea ki nga tangata o 
Ingarani. 
(signed) William Hobson, Consul and Lieutenant-Governor. 
Na ko matou ko nga Rangatira o te Wakaminenga o nga hapu o Nu Tirani ka huihui nei 
ki Waitangi ko matou hoki ko nga Rangatira o Nu Tirani ka kite nei i teritenga o enei 
kupu, ka tangohia ka wakaaetia katoatia e matou, koia ka tohungia ai o matou ingoa o 
matou tohu. 
Ka meatia tenei ki Waitangi i teono o nga ra o Pepueri i tetau kotahi mano, e warn rau 
e wa te ka u o to ta tou Ariki. 
著者［ニン・トマス］注
この条約原本は1840年2月6日にワイタンギで調印され，その後に北方とオークラン
ドで調印された。それは族長の名前の前に付された見出し以外はそのままの形で複製さ
れた： ko nga Rangatira o te Wakaminenga 
(2015年5月15日 オークランド大学法学部研究室にて脱稿）
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